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Ⅰ 対象法科大学院の現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１）法科大学院（研究科・専攻）名 

   信州大学大学院法曹法務研究科・法曹法務専攻 

（２）所在地  松本市旭３－１－１ 

（３）学生数及び教員数（平成21年５月１日現在） 

   学生数 84名 

   教員数 18名（うち実務家教員8名） 

 

 

２ 特徴 

 信州大学法科大学院は，教育の理念として，「法の支配

に奉仕せよ」，「知的に窮理せよ」，そして「つねに良き隣

人たれ」を掲げる。そして，要請する基本的な法曹像を

設定した上で，それに適した教育課程を編成している。

すなわち，第１に，地域社会とともにあり，市民生活の

法的助言者として活動する法曹，第２に，経済活動を理

解し，企業経営及びその健全化に対応できる法曹，第３

に，地域固有の問題について，理解・分析する能力を有

し，政策立案能力を備えた法曹という３つの法曹像を設

定し，基礎法学・隣接科目及び展開・先端科目において

本法科大学院の理想とする法曹の養成に資する授業科目

を用意している。 

 教育課程の特徴としては，①基礎から段階的，反復的，

科目横断的な教育を行うこと，②少人数教育を含め，１

年次に民法の基礎教育を徹底すること，③実務基礎科目

を20単位開設し，その中には２クラス制を採用すること

によって少人数教育の充実を図っていること，が挙げら

れる。そして，カリキュラム構成の全体を通して，理論

と実務の比重を考慮し，法律基本科目の理論教育の後に

実務基礎科目の教育を行い，さらに実務基礎科目を踏ま

えて理論的発展が可能となるように各授業科目の学年配

当を行っている。 

 また，授業時間外における学習の充実を図るために，

各教員が研究室で個別的に対応するオフィスアワーを設

定するほか，教員が教室において学生からの勉学上の相

談や学習方法の質問等に積極的に答えるクラスアワーを

設けている。 

 このように本法科大学院は，段階的な学修を可能にす

るカリキュラムを採用し，効果的な学修支援にも努めて

いる。また，地域密着型の弁護士などを養成する法曹像

として掲げるが，長野県弁護士会の協力を得て，「ローク

リニック」などを通じた実務教育の充実にも配慮してい

る。 
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Ⅱ 目的 

 

１ 教育の理念，目的と養成しようとする法曹像 

信州大学法科大学院は，教育の理念として，「法の支配に奉仕せよ」，「知的に究理せよ」，「つねに良き隣人た

れ」の３つを，教育の目的として，①法の支配に奉仕する豊かな人間性と高い倫理性を備えた法曹の養成，②高

度の専門能力を持ち地域の経済・社会・行政に貢献できる法曹の養成，③経済・経営に強い法曹の養成，④科学

技術の動向に対する知見を持った法曹の養成を掲げる。そして，これらは法曹自らの手による自らの後継者養成

を目指す長野県弁護士会との密接な連携と共同によって実践されるものである。 

このような教育の理念と目的を具体化するために，養成する具体的な法曹像として，①良き市民として地域社

会とともにあり，強い倫理感と法令遵守の精神を有し，市民生活の法的助言者として活動する法曹，②経済活動

を理解し，企業における技術革新・開発・産業化及び企業経営の健全化に対応できる法曹，③地域固有の問題に

ついて，正確な分析能力，適切な法的処理能力，事前予防のための政策立案能力を備えた法曹の３類型を想定し，

それぞれに適した履修プログラムを設定し，教育を行う体制を構築している。 

 

２ 教育課程の基本方針と構成及び特色 

信州大学法科大学院は，法曹養成に特化した専門職大学院にふさわしい内容・方法で理論的教育と実務的教育

が段階的かつ完結的に行われるように，以下の２つの視点から，理論と実務を架橋する教育を実践している。 

第１に，カリキュラム構成の全体を通して，理論と実務の比重を考慮し，法律基本科目の理論教育の後に実務

基礎科目の教育を行い，さらに実務基礎科目を踏まえて理論的発展が可能となるように各授業科目の学年配当を

行っている。 

１年次は，法律基本科目について理論的な教育を行う。とくに民法の基礎教育を徹底している。民法の基礎知

識を確実に習得させ，実務基礎科目における要件事実教育を円滑に行うために，民法科目は民法１から民法７に

細分化した上で，民法１から民法７のすべてを１年次に配当し，民法総則から家族法までの民法全体についての

基本的知識を習得できるように配慮している。また，「民法入門演習」（１年次配当）については２クラス制とし，

添削指導とプロブレム・メソッドによる少人数教育を実施している。これは，法概念の意味，条文の解釈方法，

法学的文章の書き方，論理的な思考能力を養成するために，事前にプロブレム・メソッドに対応した課題を提示

し，その課題に対する解答としてのレポートを提出させ，このレポートの内容を演習時に議論し，再度レポート

を作成する。このレポートを担当教員が添削し，個別指導を行うというものである。 

実務基礎科目は，２年次以降に，民法などの法律基本科目を学習した上で履修できるように配慮して開講して

いる。実務基礎科目においては，現代社会における法律家の使命と責任を自覚させる法曹倫理教育によって，法

曹としての責任感及び倫理観の涵養に努めるとともに，契約締結交渉・契約締結・契約の履行の各段階で発生し

うる紛争や成年後見・離婚・相続・親子関係などの家事事件紛争における事案の分析力，さらには民事・会社関

係などの法律文書作成能力の養成に努めている。 

第２に，理論と実務を架橋する観点から，研究者教員と実務家教員の役割分担を整理し，①研究者教員が法理

論を中心に行う授業，②実務家教員が実務を中心に行う授業，③研究者教員と実務家教員が共同して行う授業，

④実務経験を有する教員が実務を背景に理論教育を行う授業の類型を設けている。 

法律基本科目は主として研究者教員が，実務基礎科目は実務家教員が担当するが，法律基本科目のうち，「民商

法総合演習」などの3科目は研究者教員と実務家教員が合同で担当し，理論と実務を架橋する教育を実践している。

さらに，法律基本科目及び展開・先端科目では，実務経験を有する教員が実務の経験を踏まえた理論教育を行っ

ている。 

また，成績評価においては，評価基準の事前開示を徹底し，適正かつ厳格な成績評価を行い，併せてGPA（Grade 

Point Average）に準じた方式の採用により厳格な修了認定を行うこととしている。 
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Ⅲ 章ごとの自己評価  

 

第１章 教育目的  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 １－１ 教育目的 

 

 （基準１－１－１に係る状況） 

 

 信州大学法科大学院では，第１に，法理論教育と実務教育の架橋を実現させるため，

教育課程全般を通じて，両者の段階的・継続的・有機的な連携を図ることを基本方針と

する。教育課程の具体的な内容については，第２章で詳述するので，ここでは，法科大

学院教育の体系的実施のために必要な理念・基本的方針を中心に述べる。すなわち，①

研究者教員及び実務家教員が，それぞれ，自らの役割を明確に認識し，相互に協働・連

携して教育にあたることを基本としつつも，実務家の視点を重視し，実務を強く意識し

た教育課程とする。②研究者教員は，各法分野における基礎知識及び法概念を系統的に

理解させ，法的な思考能力，分析能力，批判ないし議論の能力，創造力を修得させるた

めの教育を担当する。裁判を含む現実の法動向との適切な距離を保ちつつ，実定法制度

の基本にある原理を的確に教授し，深い洞察力を身につけさせる。③実務家教員は，こ

れまでの実務経験を通じて得た知見を活用し，法実現過程のダイナミズムに対する学生

の興味と関心を高めるよう教授する３つを挙げることができる。③については，さらに，

弁護士・裁判官・検察官から成る法曹実務家教員は，現代社会における法律家の使命と

責任を自覚し，職業倫理を身に付ける教育や，裁判過程における実務的問題の発見・解

決能力の修得を目的とする教育を主として担当する。紛争が法的紛争として認識・認知

され，裁判的解決に至るプロセス及びそこにおける実務的問題を的確に教授すること。

企業法務経験者等から成る法律実務家出身教員は，立法論的視点や，法の運用過程にお

ける知見に重点を置き，立法過程や，行政機関・企業における運用過程で生じる実際的

な問題を指摘し，そうした問題への対処方法等を教授すること，としている。 

 第２に，信州大学法科大学院では，理論と実務の有機的な連関を実現できるよう以下

の点に留意した。①法科大学院での教育は，司法研修所での実務教育につなげる，架橋

としての役割を担うものである。従来の法学教育においては，理論と実務の教育が乖離

していたことを真摯に反省し，法科大学院の教育では，理論と実務の架橋を問題意識と

して，全ての教員が共有するところから，出発しなければならない。②法科大学院での

理論教育とは，司法研修所で行われている実務的な教育あるいは実務的な訓練の前提と

基準１－１－１ 

各法科大学院においては，その創意をもって，将来の法曹としての実務に必

要な学識及びその応用能力並びに法律実務の基礎的素養を涵養するための理

論的かつ実践的な教育が体系的に実施され，その上で厳格な成績評価及び修了

認定が行われていること。  
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なる，実務を視野に入れた理論教育を意味する。③法科大学院は，専門職業人である実

務法曹を養成する教育機関である。法科大学院では，実務で生じる問題の合理的解決を

十分意識した法理論教育と，法曹実務者として実際の現場で事件処理できる実務能力の

涵養を意識した実務教育とが，有機的に連携して実施されなければならない。④実務家

教員にあっては，つねに，実務がどのような理論的裏付けをもって運用されるべきかを

考察し，研究しなければならない。 

 第３に，理論と実務を架橋する教育の具体的な実践方法として次の３つの視点から，

教育課程を編成した。①カリキュラム構成における理論と実務の架橋の具体化として，

１）カリキュラム構成の全体を通して，理論と実務の比重を考慮し，法律基本科目の理

論教育の後に実務基礎科目の教育を行い，さらに実務基礎科目を踏まえて理論的発展が

可能となるよう，各授業科目の学年配当，学期配当を行った。②各授業科目における理

論と実務の架橋の具体化として，１）各授業科目の講義において，要件事実教育と事実

認定の基礎的な教育を行う。２）どのような立証があれば，事実として認定されるかと

いう問題を常に意識した教育を行う。３）紛争解決のための法的論理構成力をどう養う

かを，意識した教育を行う。③教育体制における研究者教員と実務家教員との役割分担

として，理論と実務を架橋する観点から，研究者教員と実務家教員との役割分担を整理

し，次の５つの類型を設ける。１）もっぱら研究者教員が法理論を中心に行う講義，２）

実務経験を有する研究者教員が，実務を背景に理論教育を行う講義，３）研究者教員と

実務家教員がオムニバス方式で分担する講義，４）研究者教員と実務家教員が同一時間

に共同連携して行う講義，５）もっぱら実務家教員が実務を中心に行う講義である。 

 第４に，教育課程の特色として，①基礎から段階的，反復的，科目横断的な教育，

②少人数教育の実施，③民法の基礎教育の徹底，④実務基礎科目の充実があげられる。 

 第５に，上記のような理念・基本方針の下に，法律基本科目の学修による理論教育か

ら実務基礎科目による実務教育へ，さらに展開・先端科目による理論的発展へという体

系的な教育カリキュラムを設けるとともに（基準２－１－１に係る状況参照），成績評価

においては，評価基準の事前開示を徹底し，適正かつ厳格な成績評価を行い，さらにGPA

（Grade Point Average）に準じたポイント制を採用することにより厳格な修了認定を行

うこととしている。≪添付資料１：パンフレット，添付資料２：学生募集案内，添付資

料３：ホームページ，添付資料４：2009年度シラバス，別紙２（別紙様式１）開講授業

科目一覧≫ 
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基準１－１－２ 

各法科大学院の教育の理念，目的が明確に示されており，その内容が基準１

－１－１に適合していること。各法科大学院の養成しようとする法曹像に適っ

た教育が実施され，成果を上げていること。 

 

 （基準１－１－２に係る状況） 

 

 信州大学法科大学院は，教育の理念として，「法の支配に奉仕せよ」，「知的に究理せよ」，

そして，「つねに良き隣人たれ」を，教育の目的として，次の４つを掲げる。すなわち，

①法の支配に奉仕する豊かな人間性と高い倫理性を備えた法曹の養成，②高度の専門能

力を持ち地域の経済・社会・行政に貢献できる法曹の養成，③経済・経営に強い法曹の

養成，④科学技術の動向に対する知見を持った法曹の養成である。そして，これらは法

曹自らの手による自らの後継者養成を目指す長野県弁護士会との密接な連携と共同によ

って実践されるものである。 

 このような教育の理念と目的を具体化するために，養成する具体的な法曹像として以

下の３類型を想定し，それぞれに適した履修プログラムを設定し，教育を行う体制を構

築している。具体的な法曹像は，①良き市民として地域社会とともにあり，強い倫理感

と法令遵守の精神を有し，市民生活の法的助言者として活動する法曹，②経済活動を理

解し，企業における技術革新・開発・産業化及び企業経営の健全化に対応できる法曹，

③地域固有の問題について，正確な分析能力，適切な法的処理能力，事前予防のための

政策立案能力を備えた法曹である。 

 さらに，裁判官，検察官を志す学生の要望に応えうる科目群を用意している。 

 信州大学法科大学院は，教育課程等の改善を行いつつ，このような法曹像の養成に努

めている。また，学生の学業成績及び在籍状況から見ても適正な成績評価の下に上記の

法曹像に適った教育が実施されている。 

 平成20年３月に第１期の学生が，平成21年３月に第２期の学生が修了した。本法科大

学院における学生のほとんど全ては法曹（裁判官，検察官，弁護士）を志望している者

であることから，上記の目的に沿った成果が見られるといえる。【解釈指針１－１－２－

１】≪添付資料１：パンフレット，添付資料２：学生募集案内，添付資料３：ホームペ

ージ，添付資料５：学生便覧，添付資料６：評価別一覧表，別紙２（別紙様式２）学生

数の状況≫≪資料：修了者の進路及び活動状況≫ 
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資料：修了者の進路及び活動状況 

 

http://www.shinshu-u.ac.jp/graduate/results.html#law 

 

法 曹 法 務 研 究 科  

下 段 は女 子 学 生 を内 数 で示 しています。 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

 基準１－１－１を分析した結果，入学定員が40名であり，また一部授業科目において

は２クラス制を採用することによって，双方向的，多方向的な討論が可能となり一定の

成果を挙げていると評価できる。 

 成績評価においてはGPA（Grade Point Average）に準じたポイント制を採用すること

により厳格な修了認定を行うこととしている（第４章成績評価及び修了認定の基準４－

２－１に係る状況（本書34頁）参照）。 

 

≪添付資料４：2009年度シラバス（「民法入門演習」31頁，「民事裁判実務の基礎」65頁，

「民事裁判実務」67頁，「刑事裁判実務の基礎」69頁），添付資料３：ホームページ，添

付資料５：学生便覧≫ 
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第２章 教育内容  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ２－１ 教育内容 

 

基準２－１－１ 

教育課程が，理論的教育と実務的教育の架橋に留意しつつ，法曹としての

実務に必要な専門的な法知識，思考力，分析力，表現力等を修得させるとと

もに，豊かな人間性並びに法曹としての責任感及び倫理観を涵養するよう適

切に編成されていること。 

 

 （基準２－１－１に係る状況） 

 

 本法科大学院は，法曹養成に特化した専門職大学院にふさわしい内容・方法で理論的

教育と実務的教育が段階的かつ完結的に行われるように，以下の２つの視点から，理論

と実務を架橋する教育を実践している。≪添付資料１：パンフレット，添付資料３：ホ

ームページ，添付資料５：学生便覧，添付資料４：2009年度シラバス，別紙２（別紙様

式１）開講授業科目一覧≫ 

 第１に，カリキュラム構成の全体を通して，理論と実務の比重を考慮し，法律基本科

目の理論教育の後に実務基礎科目の教育を行い，さらに実務基礎科目を踏まえて理論的

発展が可能となるように各授業科目の学年配当を行っている。 

 １年次は，法律基本科目について理論的な教育を行う。とくに民法の基礎教育を徹底

している。民法の基礎知識を確実に習得させ，実務基礎科目における要件事実教育を円

滑に行うために，民法科目は民法１から民法７に細分化した上で，民法１から民法７の

すべて（14単位）を１年次に配当し，民法総則から家族法までの民法全体についての基

本的知識を習得できるように配慮している。 

 実務基礎科目は，２年次以降に，民法・刑法・商法・民事訴訟法・刑事訴訟法を学習

した上で履修できるように配慮して開講している（例えば，「民事裁判実務の基礎」は，

「民事訴訟法１」，「民事訴訟法２」を受講した後に履修することとし，「刑事裁判実務の

基礎」は，「刑事訴訟法１」，「刑事訴訟法２」を受講した後に履修することとしている）。

実務基礎科目を20単位開講し，12単位の修得を修了要件としている。実務基礎科目にお

いては，現代社会における法律家の使命と責任を自覚させる法曹倫理教育によって，法

曹としての責任感及び倫理観の涵養に努めるとともに，契約締結交渉・契約締結・契約

の履行の各段階で発生しうる紛争や成年後見・離婚・相続・親子関係などの家事事件紛

争における事案の分析力，さらには民事・会社関係・刑事事件等の法律文書作成能力の

養成に努めている。 

 第２に，理論と実務を架橋する観点から，研究者教員と実務家教員の役割分担を整理

し，①研究者教員が法理論を中心に行う授業，②実務家教員が実務を中心に行う授業，

③研究者教員と実務家教員が共同して行う授業，④実務経験を有する教員が実務を背景

に理論教育を行う授業の類型を設けている。 

 法律基本科目は主として研究者教員が，実務基礎科目は実務家教員が担当するが，法

律基本科目のうち，「民商法総合演習１」，「民商法総合演習２」，「民事訴訟法総合演習」，

「刑事法総合演習」，「刑事訴訟法演習」は研究者教員と実務家教員が合同で担当し，理

論と実務を架橋する教育を実践している。さらに，法律基本科目及び展開・先端科目で
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は，実務経験を有する教員が実務の経験を踏まえた理論教育を行っている。例えば，金

融法や知的財産法では官庁において当該分野の政策立案・法案作成に関与した経験を有

する教員がその経験を踏まえて理論的教育を行っている。また，「法律学展開演習６（ビ

ジネスプランニング）」は，企業法務経験者でニューヨーク州弁護士資格を有する教員が

企業の合併・買収等の法的諸問題について検討することを内容としている。 

 なお，本法科大学院は，教育目的の一つとして，経済・経営に強い法曹の養成を掲げ，

経済・経営に強い（企業経営，政策立案，法の経済分析等の能力を備えた）法曹の養成

プログラムを教育課程の特色の１つとしている。そのため，１年次に「法と経済」及び

「企業会計」を配置している。平成17年度から19年度に開講した「法と経済１」及び「企

業会計１」については，相当数の学生がこれらの授業科目を履修した。 

 以上のような本法科大学院の教育課程は，学部での法学教育との関係において次のよ

うに位置づけられる。信州大学には，法学部は設置されていない。法学教育は，経済学

部の経済システム法学科で行われている。経済システム法学科は，平成７年に「法と政

策に強い人材の育成」と「地域諸課題の発見・解決」をキーコンセプトに設置され，体

系的な実定法教育を基礎とし，経済，経営，政治，行政等の社会科学諸分野と連携して，

制度構想や政策設計を視野に入れた教育を行ってきたが，法科大学院の設置に伴い，新

経済システム法学科における法学教育は基礎的な法学知識の修得を目的とするものに変

更されている。経済学科との一体的なカリキュラム運用を図り，従来以上に社会科学諸

分野との連携を重視した教育体制の下に，「地域諸課題の発見・解決」能力を有する人材

を養成する。従来の学科では法律学の体系的知識をベースに政治学，行政学，経済学・

経営学等をニーズに合わせて履修する体制であったが，新経済システム法学科では行政

学，政治学，経済学等の領域にある政策系科目の履修を中心とし，基礎的法律知識（リ

ーガルマインド）をあわせ履修する体制となっている。したがって，学部段階では行政

学，政治学，経済学等の領域にある政策系科目の履修を中心とし，隣接社会科学の各分

野を広く教育し，あわせて基礎的法律知識（リーガルマインド）の教育を行うことにな

り，法曹養成に特化した専門職大学院である大学院と学部での法学教育は，目的及び内

容の点で異なっている。なお，本法科大学院は３年制コースのみであり，法学既修者の

認定も実施していない。【解釈指針２－１－１－１】 
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基準２－１－２ 

次の各号に掲げる授業科目が開設されていること。 

 （１）法律基本科目 

（憲法，行政法，民法，商法，民事訴訟法，刑法，刑事訴訟法に関す

る分野の科目をいう。） 

 （２）法律実務基礎科目 

（法曹としての技能及び責任その他の法律実務に関する基礎的な分野

の科目をいう。） 

 （３）基礎法学・隣接科目 

    （基礎法学に関する分野又は法学と関連を有する分野の科目をいう。）

 （４）展開・先端科目 

（応用的先端的な法領域に関する科 目 ， そ の 他 の 実 定 法 に 関 す る 多

様な分野の科目であって，法律基本科目以外のものをいう。） 

 

 （基準２－１－２に係る状況） 

 

授業科目として合計81科目（162単位）を開設している。また科目群として，（１）法

律基本科目，（２）実務基礎科目，（３）基礎法学・隣接科目，及び（４）展開・先端科

目の４科目群を設定し，前記授業科目は，これら４科目群のいずれかに分類している。

≪添付資料４：2009年度シラバス，別紙２（別紙様式１）開講授業科目一覧≫ 

（１） 法律基本科目として，31科目（62単位）を開設している。これらの科目を，さ

らに，「公法系」科目，「民商系」科目，「刑事系」科目に分類している。「公法系」

科目は，憲法科目として「統治の基本構造」「基本的人権の基礎」及び「公法総合

３（基本的人権）」の３科目（６単位），行政法科目として「行政法概説」「公法総

合１（法と行政活動）」及び「行政救済総合」の３科目（６単位），さらに憲法・

行政法の総合科目として，「公法総合２（司法審査論）」の１科目（２単位）の合

計７科目（14単位）を開設している。「民商系」科目は，民法科目として「民法１

（総則・物権１）」「民法２（総則・物権２）」「民法３（債権総論・契約１）」「民

法４（債権総論・契約２）」「民法５（事務管理・不当利得・不法行為）」「民法６

（担保物権・人的担保）」「民法７（親族・相続）」及び「民法入門演習」の８科目

（16単位）を，商法科目として「商法１（会社法１・設立株式等）」「商法２（会

社法２・機関合併等）」「商法３（手形・商法総則）」及び「商法４（商取引法）」

の４科目（８単位）を，民法・商法の総合科目として「民商法総合演習１」「民商

法総合演習２」の２科目（４単位）を，また民事訴訟法科目として「民事訴訟法

１（判決手続）」「民事訴訟法２（上訴以降）」及び「民事訴訟法総合演習」の３科

目（６単位）を開設している（合計18科目36単位）。「刑事系」科目は，刑法科目

として「刑法１（刑法総論・各論１）」「刑法２（刑法総論・各論２）」及び「刑法

演習」の３科目（６単位）を，刑事訴訟法科目として「刑事訴訟法１」「刑事訴訟

法２」及び「刑事訴訟法演習」の３科目（６単位）を，また刑法・刑事訴訟法の

総合科目として「刑事法総合演習」の１科目（２単位）を開設している（合計７

科目14単位）。いずれも，将来の法曹としての実務に共通して必要とされる基礎的

な教育を行うことを意図している。【解釈指針２－１－２－１】 

 

（２） 実務基礎科目として，10科目（20単位）を開設している。これは，「一般系」科
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目，「民裁系」科目，及び「刑裁系」科目に分類される。「一般系」科目として，「法

曹倫理」及び「ロークリニック」の２科目（４単位）を開設している。「民裁系」

科目として，「契約の実務」「家事事件の実務」「企業法の実務」「民事裁判実務の

基礎」「民事裁判実務」及び「民事執行・保全の実務」の６科目（12単位）を開設

している。「刑裁系」科目として，「刑事裁判実務の基礎」及び「刑事裁判実務」

の２科目（４単位）を開設している。以上の実務基礎科目はすべて実務家教員（弁

護士教員（裁判官の経験を有する弁護士を含む），派遣裁判官教員，派遣検察官教

員，企業法務経験者でニューヨーク州弁護士資格を有する教員）が担当しており，

法律系科目と連携しつつ法律実務に携わることへの導入を図るのにふさわしい教

育内容としている。【解釈指針２－１－２－２】 

 

（３） 基礎法学・隣接科目として，基礎法学科目として外国法や法史学に関する科目

（例えば「英米法」「法の創造と時代思潮」）の他，経済・経営に強い法曹を養成

するために，「企業会計」及び「法と経済」を開設している。さらに，「行政学」「法

医学」という法に対する理解を深めるための法学隣接分野の科目を開設している。

【解釈指針２－１－２－３】【解釈指針２－１－２－５】 

 

（４） 展開・先端科目として，経営・経済に強い法曹を養成するための応用的・先端

的な法領域について基礎的な理解を得させる科目として，たとえば，「租税法」「経

済法」「経済刑法」「知的財産法１」「知的財産法２」「国際取引法」「金融法」「金

融商品取引法」「民事執行法・民事保全法」及び「倒産処理法（破産・民事再生・

会社更正）」などを開設している。またこれらの領域において法理論と実務との融

合を図るために，たとえば「法律学展開演習６（ビジネスプランニング）」や「倒

産処理の実務」を開設している。また，地域に貢献する法曹を養成するという視

点から，たとえば「地方自治法」「社会保障法」「消費者法」及び「医療紛争法」

などを開設している。また地域法曹として必要とされる法理論と実務との融合を

図るために「法律学展開演習８（子どもと法）」や「現代法特別講義２（刑事司法

の現代的課題）」などを開設している。【解釈指針２－１－２－４】【解釈指針２－

１－２－５】 
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基準２－１－３ 

基準２－１－２の各号のすべてにわたって教育上の目的に応じて適当と認

められる単位数以上の授業科目が開設されているとともに，学生の授業科目の

履修が同基準各号のいずれかに過度に偏ることがないように配慮されている

こと。また，法科大学院の目的に照らして，必修科目，選択必修科目，選択科

目等の分類が適切に行われ，学生による段階的履修に資するよう各年次にわた

って適切に配当されていること。 

 

 （基準２－１－３に係る状況） 

 

法律基本科目の必修単位数は，（１）公法系科目12単位，（２）民事系科目32単位，（３）

刑事系科目12単位である。（１）公法系科目の必修単位数は標準単位数10単位を上回って

いるが，これは公法系科目のうち，とくに行政法科目の重要性や教育効果に鑑みて，「行

政法概説」「公法総合１（法と行政活動）」「公法総合２（司法審査論）」「公法総合３（基

本的人権）」の８単位を開設しているためである。【解釈指針２－１－３－１】≪添付資

料４：2009年度シラバス ５・７・９・11頁，別紙２（別紙様式１）開講授業科目一覧

≫ 

実務基礎科目の必修単位数は，「法曹倫理」「民事裁判実務の基礎」「民事裁判実務」及び

「刑事裁判実務の基礎」の合計８単位である。【解釈指針２－１－３－２（１）】その内

訳は以下のとおりである。「法曹倫理」（２単位）は，法律家としての使命，責任，職業

倫理を涵養することを目的としたものであり，その教育内容の重要性に鑑みて，独立の

科目として設定している。また，他の授業科目の授業全てにおいてもこのことに留意し

た教育が行われている。【解釈指針２－１－３－２（２）】≪添付資料４：2009年度シラ

バス「法曹倫理」53頁，添付資料７：FD研修会報告書（抜粋）≫また，民事訴訟実務に

おいて要件事実論や事実認定論に関する基礎的理解を修得させる「民事裁判実務の基礎」

（２単位），及びそれに引き続く内容を対象にすると同時に民事訴訟実務のより実践的な

理解を修得させる「民事裁判実務」（２単位）の２科目を開設している。さらに，刑事訴

訟実務における事実認定論や基本的な訴訟手続に関する理解を修得させる「刑事裁判実

務の基礎」（２単位）を開設している。後二者の科目では，裁判実務の基礎を修得させる

教育内容の一環として，模擬裁判も行うことにしている。【解釈指針２－１－３－２（４）】 

また，「ロークリニック」を開講している。これは，全15回講義中，当初５回分をいわゆ

るローヤリングにあて，それを踏まえて第６回以降の講義として，クリニックならびに

エクスターンシップとして県内各所の法律事務所において，弁護士の指導監督の下に事

件や法律相談の実際に立ち会いつつ，具体的事例に則して法律相談の実践的技法等を学

ばせる科目である。【解釈指針２－１－３－２（４）】さらに，訴状，答弁書及び判決書

の起案，冒頭陳述要旨，主尋問，反対尋問の事項書の起案等法文書作成を内容とする｢民

事裁判実務｣｢民事裁判実務の基礎｣「刑事裁判実務の基礎」を必修科目として開設してい

る。加えて，選択必修科目(４単位を選択必修)ではあるが，経営・経済に強い法曹を養

成するために，各関連する専門的訴訟領域の実務に関する科目として「契約の実務」「企

業法の実務」及び「民事執行保全の実務」を，またいわゆる地域法曹の養成に関わる専

門的訴訟領域の実務に関する科目として「家事事件の実務」を開設しているほか，刑事

に関するより実践的な実務関連科目として「刑事裁判実務」を開設している。これらの

科目のうち，｢企業法の実務｣｢家事事件の実務｣「刑事裁判実務」においても法的文書の

基本的技能を習得させる教育内容を含んでいる。【解釈指針２－１－３－２（３）】≪添
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付資料５：学生便覧，添付資料４：2009年度シラバス 59・61・65・67・69・71頁≫ 

加えて，新入生全員を対象として，年度当初において「法情報調査」を開講している（平

成21年度は４月６日に実施）。「法情報調査」は，法令，判例及び学説等の検索並びに判

例の意義及び読み方の学習等，法学を学ぶ上で必要な法情報の調査・分析に関する技法

を修得させることを内容とするものである（単位の認定は行わない）。この講座は，各授

業科目において学生が法情報の調査の技法を実践するための基礎知識を提供しようとす

るものである。【解釈指針２－１－３－２（３）】≪添付資料８：平成21年度入学予定者

の皆様へ，添付資料９：「法情報調査」配付資料≫ 

基礎法学・隣接科目として，外国法，法史学などの基礎法学科目の他，経営・経済に

強い法曹養成や，法曹として幅広い教養を修得することを目的とした科目を12単位開設

し，うち選択必修科目として４単位取得することを修了要件としている。【解釈指針２－

１－３－３】 

展開・先端科目としては，基準２－１－２に係る状況の項に例示した科目を含めて合

計68単位を開設しているが，重要度が高いと思われる科目54単位を選択必修科目として

位置づけ，そこから12単位取得することを修了要件として，経営・経済に強い法曹養成

や地域に貢献する法曹の養成に資するような科目分類としている。【解釈指針２－１－３

－４】 

必修科目の学年配当については，民法科目は，他の多くの法律科目の基本となることか

ら，そのすべてを1年次に履修することとし，他に憲法科目と刑法科目，さらに民事訴訟

法科目の一部と商法科目の一部を１年次に履修することにしている（１年次の必修科目

は32単位）。それ以外の法律基本科目の必修科目と実務基礎科目の必修科目は２年次に22

単位，３年次に８単位を配当しており，無理のない段階履修に資するような科目配当と

している。≪添付資料５：学生便覧，添付資料４：2009年度シラバス，別紙２（別紙様

式１）開講授業科目一覧≫ 

 



信州大学大学院法曹法務研究科法曹法務専攻 第２章     

 - 14 -

 

基準２－１－４ 

 各授業科目における，授業時間等の設定が，単位数との関係において，大学

設置基準第２１条から第２３条までの規定に照らして適切であること。 

 

 （基準２－１－４に係る状況） 

 

開設科目はすべて２単位としており，講義及び演習について，教室における90分の授

業を15回行うこととしている。 

授業を行う期間として，１年を前・後期に分割し，１学期を原則として16週としている。

各授業は，原則として15週間で行うものと，８週間（第１週から第７週は１週あたり２

回の講義を開講し、第８週は１週あたり１回の講義を開講する）で行うものとがある（い

ずれも定期試験期間を除く）。後者の形態の講義は，たとえば「民法１（民法総則・物権

１）」「民法２（民法総則・物権２）」や「刑法１（刑法総論・各論１）」「刑法２（刑法総

論・各論２）」のように，教育内容に鑑みて，同時的な並行履修よりも段階履修とした方

がより教育効果が高まると考えられる科目について実施している。なお，休日等で15週

又は8週に満たない科目及び休講については，時間割（2009）に指定の他の日時に講義を

行うことで補っている。≪添付資料５：学生便覧，添付資料４：2009年度シラバス，別

紙２（別紙様式１）開講授業科目一覧，添付資料10：休講状況（2008，2009年度），添付

資料11：時間割（2009）≫≪資料：信州大学大学院法曹法務研究科規程（抜粋）等≫ 

 

資料：信州大学大学院法曹法務研究科規程（抜粋）等 
信州大学大学院法曹法務研究科規程（抜粋） 

 

（平成17年３月17日信州大学規程第132号）

（単位の計算方法） 

第６条 授業科目の単位の計算方法は，１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準とし，授業の方法に応じ，その授業による教育効果，授業時間外に必要な学修

等を考慮して，次の基準によるものとする。 

一 講義及び演習については，15時間から30時間までの範囲の時間の授業をもって１単位とする。

二 実習については，30時間から45時間までの範囲の時間の授業をもって１単位とする。 

２ 一の授業科目について，講義，演習又は実習のうち２以上の方法の併用により行う場合の単位数

を計算するに当たっては，その組み合わせに応じ，前項各号に規定する基準により算定した時間の

授業をもって１単位とする。 

 

 

信州大学大学院学則（抜粋） 

（平成16年４月７日信州大学学則第２号）

 

   第５章 学年，学期及び休業日 

 （学年） 

第12条 学年は，４月１日に始まり，翌年３月31日に終わる。 

 （学期） 

第13条 学年を次の２学期に分ける。 

  前学期  ４月１日から９月30日まで 

  後学期  10月１日から翌年３月31日まで 

（休業日） 

第14条 休業日は，次のとおりとする。 

一 日曜日 

二 土曜日 

三 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

四 開学記念日  ６月１日 
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五 春季休業 

六 夏季休業 

七 冬季休業 

２ 前項第５号から第７号までの期間は，学長が別に定める。 

３ 第１項に定めるもののほか，学長は，臨時の休業日を定めることができる。 

 

・・・・・・・・ 

 （単位の計算方法） 

第31条 授業科目の単位の計算方法は，１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準とし，次の基準によるものとする。 

一 講義及び演習については，15時間から30時間までの範囲で別に定める時間の授業をもって１単

位とする。 

二 実験，実習及び実技については，30時間から45時間までの範囲で別に定める時間の授業をもっ

て１単位とする。ただし，芸術等の分野における個人指導による実技の授業については，別に定

める時間の授業をもって１単位とすることができる。 

２ 一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち２以上の方法の併用により行う

場合の単位数を計算するに当たっては，その組み合わせに応じ，前項各号に規定する基準により，

別に定める時間の授業をもって１単位とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，学位論文の作成に関する特別研究等の授業科目を設定する場合にお

いて，これらの学修の成果を評価して単位を与えることが適切と認められるときは，各研究科にお

いて単位数を定めることができる。 

 

 

 



信州大学大学院法曹法務研究科法曹法務専攻 第２章     

 - 16 -

 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

 基準２－１－１を分析した結果，本法科大学院の教育内容の優れた点は，養成する基

本的な法曹像を設定した上で，それに適した教育課程を編成している点である。すなわ

ち，第１に，地域社会とともにあり，強い倫理観と法令遵守の精神を有し，市民生活の

法的助言者として活動する法曹，第２に，経済活動を理解し，企業経営及びその健全化

に対応できる法曹，第３に，地域固有の問題について，正確に理解し分析する能力を有

し，政策立案能力を備えた法曹という３つの法曹像を設定し，基礎法学・隣接科目及び

展開・先端科目において本法科大学院の理想とする法曹の養成に資する授業科目を用意

している点である。 

 しかし他方で，経済・経営に強い法曹の養成という側面をやや強調しすぎている点が

改善を要すると考えられる。すなわち，基礎科目・隣接科目においては，「企業会計」「法

と経済」等，経済・経営に強い（企業経営，政策立案，法の経済分析等の能力を備えた）

法曹の養成を目指した科目を配置し，しかも「法と経済」及び「企業会計」は１年次に

配当している。平成17年度に開講した「法と経済１」及び「企業会計１」については，

大部分の学生がこの授業科目を履修した。しかし，その結果，修了に必要な習得単位数

との関係で２年次以降に配当されている他の科目を履修する学生数が必然的に減少した。

地域の問題についての政策立案能力を備えた法曹の養成に必要な「行政学」，地域に根ざ

し，高い倫理観を有して地域の人々に奉仕する法曹の養成に必要な「犯罪捜査学」，「法

医学」，さらには法律家としての思考の幅を広げる「英米法」や「法の創造と時代思潮」

なども，本法科大学院が理想とする法曹像の養成に資する科目である。「行政学」「法の

創造と時代思潮」は全学年次に配当することとしたが，他の授業科目の学年配当につい

ては，今後さらに検討を加える必要がある。 

≪添付資料４：2009年度シラバス≫ 
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第３章 教育方法  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ３－１ 授業を行う学生数 

 

基準３－１－１ 

法科大学院においては，少人数による双方向的又は多方向的な密度の高い

教育が行われなければならないことが基本であることにかんがみ，一の授業

科目について同時に授業を行う学生数が，この観点から適切な規模に維持さ

れていること。 

  

（基準３－１－１に係る状況） 

 

平成21年度における法科大学院の入学定員は40人，収容定員は120人となっている。この

うち在籍者数は，平成21年５月１日現在で，１年次生18人（原級留置者１人を含む），２

年次生38人，３年次生28人（原級留置者１人を含む）となっている。≪資料：在籍生の

構成≫ 

 

資料：在籍生の構成 

http://www.law.shinshu-u.ac.jp/faculty_2.html 
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 各学年に配当された必修科目（法律基本科目及び実務基礎科目）について同時に授業

を行う学生数は，各年次生の休学者を除いた学生数（１年次生17人（原級留置かつ休学

者１人を除く），２年次生38人，３年次生27人（原級留置かつ休学者１人を除く））に，

前年度に「不可」の成績評価を受けたため再履修している学生数を合わせた数であり，

少人数による双方向的又は多方向的な密度の高い教育を行う観点から適切な規模に維持

されている。 

さらに，必修科目のうち，１年次生を対象とした法律基本科目である「民法入門演習」

は，必修科目であり，民法の基本をより確実に教育する科目の内容を鑑みて，A・Bの２

クラスに分けた上でそれぞれ授業を行っている。なお，成績評価については，同一の教

員が統一的に行っている。（平成17年度はAクラス15人，Bクラス17人。平成18年度はAク

ラス15人，Bクラス15人。平成19年度はAクラス16人，Bクラス15人。平成20年度はAクラ

ス19人，Bクラス18人。平成21年度はAクラス10人，Bクラス８人）。≪添付資料４：2009

年度シラバス，添付資料11：時間割（2009），添付資料12：クラス名簿≫また，２年次を

対象とした必修科目である「民事裁判実務の基礎」「刑事裁判実務の基礎」は，実務基礎

科目としての重要性に鑑みて，それぞれ２クラスに分けた上で，それぞれ授業を行って

いる。成績評価については，担当教員が協議の上，公正な評価を統一的に行っている。（平

成18年度は両科目ともにAクラス14人，Bクラス16人。平成19年度は民事裁判実務の基礎

はAクラス14人，Bクラス15人，刑事裁判実務の基礎はAクラス15人，Bクラス15人。平成

20年度は民事裁判実務の基礎はAクラス14人，Bクラス13人，刑事裁判実務の基礎はAクラ

ス14人，Bクラス12人。平成21年度は民事裁判実務の基礎はAクラス20人，Bクラス18人，

刑事裁判実務の基礎はAクラス20人，Bクラス18人（予定））。≪添付資料13：講義・演習

担当者研修会報告書≫ 

上記以外の科目は，選択必修又は自由選択であり，授業科目により履修者数は異なる

が，いずれも少人数を対象としている。 

 以上のように，一方では密度の高い教育を行うために，教育内容に応じて適宜クラス

分けを行い，学生による発表の機会や，レポートの詳細な報告をする機会を確保し，質

問に対して十分な対応をとる時間を確保するなどの双方向的な教育を行い，また再履修

学生数との関係で，特定の授業科目において適正な規模を欠くに至った場合には履修経

験の有無によるクラス分けを行うことで，学生間相互の，いわゆる多方向的な教育を行

うことができるような措置を講じている。また，その他の科目についても，履修推奨年

次を明示することにより，適正な学生数による授業規模が確保できるように努めている。

【解釈指針３－１－１－１】【解釈指針３－１－１－２】 

 なお，大学院学則には，他専攻の学生や科目等履修生等による法科大学院の授業科目

の履修を認める制度があるが，法科大学院の専門性，少人数教育，双方向授業等の特殊

性に鑑み，上記学生の履修受け入れは適さないと判断している。以上の方針を平成21年

４月教授会で確認した。 

【解釈指針３－１－１－３】≪別紙２（別紙様式１）開講授業科目一覧，添付資料14：

信州大学大学院学則 第34条，第12～15章，資料：第54回研究科教授会議事録（抜粋）

≫ 
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資料：第54回研究科教授会議事録（抜粋） 

 

○ 報告事項 

 

 １ 学務委員会 

   標題について，学務チームリーダーより報告資料 No.１により報告があり，他専攻科目履修生に

ついて，少人数教育の維持のため，本研究科ではこれらは受け入れない旨，確認がなされた。ま

た，「信州大学大学院学則第３５条の２に基づく他の大学院における授業科目の履修に関する取り

扱いガイドライン」（学生便覧４６ページ）に基づき認定された単位については，年間の履修登録

上限に含まれる旨，確認がなされた。なお，ガイドライン⑤中「既修得単位の認定」は「単位互

換の認定」の誤りであることが確認された。 

   また，単位互換，既修得単位認定の運用に際しては，すでに修得した単位の授業科目について

のシラバスを参照したり，申請のあった学生を面談する等の方法を用いて，学務委員会の権限に

おいて審査を行うこととする旨，確認がなされた。 
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基準３－１－２ 

法律基本科目について同時に授業を行う学生数は，５０人を標準とするこ

と。 

 

 （基準３－１－２に係る状況） 

 

法律基本科目の必修科目については，本法科大学院の入学定員は40人であり（ただし，

平成18年度ないし平成21年度入学者選抜に関しては，募集人員を30名とした。），かつ２

学年が同時に履修することはないため，原級留置者などによる再履修者が生じた場合で

も，学生数は入学定員である40人を大幅に超えることはない。 

また，法律基本科目のうち，民法入門演習については，民法の基本をより確実に修得

させるという教育内容に鑑みて，基準３－１－１に係る状況において既述したように，

A・Bの２クラスにクラス分けして，20人を標準とするようにしている（平成17年度はAク

ラス15人，Bクラス17人。平成18年度はAクラス15人，Bクラス15人。平成19年度Aクラス

16人，Bクラス15人。平成20年度はAクラス19人，Bクラス18人。平成21年度はAクラス10

人，Bクラス８人）。一方では，この程度の学生数規模とすることで，教員との間の双方

向授業を，他方では，同程度の履修経験のある学生によりクラス編成をすることで受講

生間における多方向授業を，より高い密度で行いうるようにしている。【解釈指針３－１

－２－１】≪別紙２（別紙様式１）開講授業科目一覧≫≪資料：在籍生の構成≫ 

 

資料：在籍生の構成 

http://www.law.shinshu-u.ac.jp/faculty_2.html 
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 ３－２ 授業の方法 

 

基準３－２－１ 

法科大学院における授業は，次に掲げるすべての基準を満たしていること。

（１）専門的な法知識を確実に修得させるとともに，批判的検討能力，創

造的思考力，事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な法

的分析能力及び法的議論の能力その他の法曹として必要な能力を育成す

るために，授業科目の性質に応じた適切な方法がとられていること。  

（２）１年間の授業の計画，各授業科目における授業の内容及び方法，成

績評価の基準と方法があらかじめ学生に周知されていること。  

（３）授業の効果を十分に上げられるよう，授業時間外における学習を充

実させるための措置が講じられていること。 

 

 （基準３－２－１に係る状況） 

 

（１）  本法科大学院の教育課程は，将来の法曹として実務に共通して必要とされる法

的知識を学修する法律基本科目，さらに法曹としての技能及び責任その他の法律

実務に関する基礎的な知識を習得する法律実務科目，法的知識及びこれとの関連

性を有しその背景となる知識の習得を目標とする基礎法学・隣接科目，応用的先

端的法領域についての知識を学修する展開・先端科目によって構成されており，

専門的な法知識を確実に修得させるとともに，批判的検討能力，創造的思考力，

事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な法的分析能力及び法的議

論の能力その他の法曹として必要な能力を育成するために，各科目担当の教員が

作成する講義レジュメならびに課題等，ふさわしい教材や具体的な事件記録を素

材とする事案を使用し，各授業科目の性質に応じた授業方法をとっている。【解釈

指針３－２－１－１】【解釈指針３－２－１－２】≪添付資料４：2009年度シラバ

ス，添付資料15：講義レジュメ≫ 

    １年次の法律基本科目については，プロブレム・メソッド方式，討議形式とい

う双方向・多方向的な討論を中心とした授業を基本とし，開講時期や講義内容を

勘案して，適宜講義方式を加える，ないしは討議形式との併用とすることで，基

本的な理解の修得を中心とした授業方法を採用している。また２年次以降は，学

生たちの基本的理解が徐々に得られていくことに鑑みて，授業形式の重点をプロ

ブレム・メソッド方式，ケース・メソッド方式に移すものとしている。【解釈指針

３－２－１－３】≪添付資料４：2009年度シラバス≫ 

    法律基本科目及び実務基礎科目の必修科目（ロークリニックを除く）において，

学生に課題（レポート）の作成を求めることによって，問題発見能力，調査能力，

問題解決能力を養成するとともに，法的な論点の発見及び論理の組み立て方，文

章の作成方法などを指導することとしている。たとえば「民法入門演習」（１年次

配当）については２クラス制とし，添削指導とプロブレム・メソッドによる少人

数教育を実施している。すなわち，事前にプロブレム・メソッドに対応した課題

を提示して，その課題に対する解答としてのレポートを提出させ，このレポート

の内容を授業日にクラス全員で議論する等，双方向的な授業を行っている。これ

らを通して，法概念の意味，条文の解釈方法，法律的文章の書き方，論理的な思

考能力を養成している。また，実務基礎科目のうち，「民事裁判実務の基礎」「刑

事裁判実務の基礎」「民事裁判実務」は，２クラス制とし，添削指導を含め少人数
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教育を行うことによって，民法・刑法・商法・民事訴訟法・刑事訴訟法の基礎知

識を応用する能力を養成し，実務に必要な法的思考能力を身に付けさせるように

している。【解釈指針３－２－１－３】≪添付資料４：2009年度シラバス，添付資

料５：学生便覧４頁，添付資料12：クラス名簿≫ 

これによって，専門的な法知識の確実な修得を目指すと同時に，批判的な検討能

力，創造的思考力，さらには事案に即した具体的な問題解決のための法的分析能

力・議論能力の段階的な育成が図れるよう意図している。【解釈指針３－２－１－

１】【解釈指針３－２－１－２】【解釈指針３－２－１－３】 

「ロークリニック」においては，関係法令の遵守や，知りえた情報に関する守秘

義務を含む法曹倫理の遵守が不可欠である。そのため，まず，「法曹倫理」を他の

実務基礎科目の開始に先立って，２年次前期に配当することで，法曹としての責任

感，倫理観を最初に修得することにしている。つぎに，ロークリニックの第1回の

講義において，「法令遵守」及び「守秘義務」を必須の講義項目として，これを学

生に周知徹底することとしている。さらに，ロークリニック受講学生規則において，

学生の法令遵守義務や守秘義務を規定し，違反した学生は適切な懲戒手続に付すほ

か，受講学生には守秘義務等についての誓約書を提出させている。加えて，エクス

ターンシップにおいて，派遣先の指導担当弁護士が，受講学生による関連法令の遵

守や守秘義務に関する適切な指導監督を行う体制としている。 

また，ロークリニックの担当責任者を２人選任することで，学生の指導監督に関

して派遣先の担当弁護士との緊密な連絡をとることを可能とし，エクスターンシッ

プにおける成績評価については，ロークリニック担当教員が責任を持ち，派遣先か

らのエクスターンシップの状況に関する報告を加味して，科目修了試験と併せて評

価することとしている。なお，ロークリニック受講学生は，派遣先から報酬を受け

取っていない。 

さらに，長野県弁護士会とロークリニックに関する協定書を締結し，派遣先の弁

護士事務所の選定等について，長野県弁護士会と密接な協力関係を築いている。【解

釈指針３－２－１－４】≪添付資料４：2009年度シラバス「ロークリニック」55

頁，添付資料16：ロークリニックにおける協定書，ロークリニック学生受講規則，

誓約書，受入弁護士事務所一覧≫ 

（２） 全授業科目について統一形式のシラバスを提示している。そこでは，各科目に

ついて，講義の目的，講義の位置づけ，履修上の注意，さらに全15回の講義内容

を詳細に提示している。成績評価の基準と方法も，学生便覧及び各シラバスにお

いて学生に周知している。 

（３）  授業内容を学生が十分に理解できるように，授業時間外における学習を充実さ

せる必要があり，授業時間割の作成に当たっては学生の自主的な学習時間の確保

に配慮している。学生の自主的な学習を支援するために，各教員がオフィスアワ

ーを設定するほか，教員が教室において学生からの勉学上の相談や学習法の質問

等に積極的に答えるクラスアワーを設けている（基準７－１－２に係る状況を参

照）。≪添付資料17：オフィスアワー実施状況，添付資料18：クラスアワー実施状

況≫ 

    また，各教員は，予習・復習の内容を詳細に指示するように工夫している。例

えは，シラバスにおいて，予習・復習の内容を事前に指示する場合があるほか，

レジュメを事前に配布するか，又は，それをオンラインの学習支援システム（TKC）

に掲載するなどの方法によって，予習・復習の内容を事前に詳細に指示するよう

に工夫している。さらに，担当教員は，電子メールによっても質問を受け付ける



信州大学大学院法曹法務研究科法曹法務専攻 第３章     

 - 23 -

などの対応を行っているほか，オンラインの学習支援システムやデータベース

（TKC）を採用して，学生が法律の勉強に必要な情報のデータベースにアクセスで

きるようにしている。≪添付資料19：学習支援システム（TKC）画面≫ 

    各教員は，学生の理解度を把握するために，授業において，原則として課題・

小テストを課すこととしており（基準４－１－１に係る状況を参照），これにより

学生の理解度をきめ細かく点検し，理解が不十分であると思われるところについ

ては，とくに丁寧な説明を行うなど，学生の事前事後の学習を効果的に行うため

の措置がとられている。 

    学生の自主的な学習のための環境としては，法科大学院学生専用の自習室棟が

建設され，学生は土日祝祭日を含めて年中24時間これを利用することができる。

自習室には全学生数の仕切り付きキャレル（学習机）が設置され，集中して学習

に取り組むことができる。また，すでに述べたように，オンラインの学習支援シ

ステムやデータベース（TKC）を採用しているが，自習室にはLAN端末を用意し，

自習室棟において法律の勉強に必要なデータベースにアクセスすることができる。

さらに自習室に使用頻度の高い図書を配架して（ローライブラリー），授業時間外

における自習を行いやすい物理的環境を整えている。 

以上により，授業の効果を十分に上げられるような予習・復習をはじめとした授

業時間外における学習を充実させるための措置を講じている。【解釈指針３－２－

１－５】≪添付資料５：学生便覧，添付資料４：2009年度シラバス，別紙２（別紙

様式１）開講授業科目一覧，添付資料20：講義日程予定表≫ 

    なお，集中講義を実施しており，夏期休暇期間中に開講科目を1科目のみの設定

とし，学生の予習が十分に確保される日程とするほか，当該授業科目の内容を十

分に理解して試験に受けることができるように，当該試験まで１週間以上の期間

をとるなど配慮している。    平成21年度の集中講義の日程は，「添付資料

20：講義日程予定表」のとおりである。【解釈指針３－２－１－６】≪添付資料20：

講義日程予定表≫ 
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３－３ 履修科目登録単位数の上限 

 

基準３－３－１ 

 法科大学院における各年次において，学生が履修科目として登録することの

できる単位数は，原則として合計３６単位が上限とされていること。  

在学の最終年次においては，４４単位が上限とされていること。 

 

 （基準３－３－１に係る状況） 

 

履修登録上限は，集中講義も含めて１年次及び２年次においては各36単位とし，３年

次においては40単位としている。【解釈指針３－３－１－１】【解釈指針３－３－１－２】

≪添付資料５：学生便覧 ４頁≫ 

原級留置となった場合の再履修科目単位数はもちろん，GPA値1.50以上との修了要件

（本書34頁）の関係で可の成績をとった学生が同一科目を再履修する場合の科目単位数，

及び基準４－２－１（１）アにしたがって履修の認められる授業科目単位数のいずれも

全て上記履修登録上限に含まれ，例外を認めていない。【解釈指針３－３－１－３】≪添

付資料５：学生便覧 ４頁≫≪資料：第54回研究科教授会議事録（抜粋），資料：学生向

け掲示≫ 

 

資料：第 54 回研究科教授会議事録（抜粋） 

○ 報告事項 

 １ 学務委員会 

   標題について，学務チームリーダーより報告資料 No.１により報告があり， 

  また，「信州大学大学院学則第３５条の２に基づく他の大学院における授業科目の履修に関する取

り扱いガイドライン」（学生便覧４６ページ）に基づき認定された単位については，年間の履修登録

上限に含まれる旨，確認がなされた。なお，ガイドライン⑤中「既修得単位の認定」は「単位互換

の認定」の誤りであることが確認された。 

資料：学生向け掲示 

本年度学生便覧に一部誤植がありましたので，以下の通り訂正してお詫びいたします。 

学生便覧 46 ページ 

「信州大学大学院学則第３５条の２に基づく他の大学院における授業科目 

の履修に関する取り扱いガイドライン」 

【誤】 

⑤ 展開・先端科目に関しては，他の法科大学院または法律学を研究する大学院で開講する授業科目で，

本研究科で開講しない授業科目で，かつ展開・先端科目の趣旨に適合するものに限り，既修得単位の認

定を行う。  

【正】 

⑤ 展開・先端科目に関しては，他の法科大学院または法律学を研究する大学院で開講する授業科目で，

本研究科で開講しない授業科目で，かつ展開・先端科目の趣旨に適合するものに限り，単位互換の認定

を行う。  
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なお，信州大学大学院学則に基づく「長期にわたる教育課程の履修」制度は、本法科

大学院の教育体制が職業を有している学生を前提としていないことにより，採用してい

ない。【解釈指針３－３－１－４】≪資料：信州大学大学院学則第３８条の運用に関する

申し合わせ 

 

資料：信州大学大学院学則第３８条の運用に関する申し合わせ 

信州大学大学院学則第３８条の運用に関する申し合わせ 

 

                                    第 56 回教授会決定 

 

信州大学大学院学則第 38 条所定の「長期にわたる教育課程の履修」（学生が標準修業年限（本研究

科においては３年）を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し修了することを希望する

旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることができる）につき、本研究科では、これを認め

ないこととする。 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

 

基準３－１－１の分析の結果，本法科大学院の教育方法の優れた点は，１学年定員40

名という比較的少人数の学生を対象としているので，個々の学生に対してきめ細かな教

育を行うことができることである。とくに法律基本科目で１年次配当の「民法入門演習」

に加えて，法律実務科目の「民事裁判実務の基礎」「刑事裁判実務の基礎」及び「民事裁

判実務」は２クラス制とし，懇切丁寧な個別指導を行っている。 

 また，基準３－２－１の分析の結果，本法科大学院では，ロークリニックにおいて法

律事務所のみならず，検察庁でのエクスターンシップを行っており，刑事事件の実際の

実務を見聞することにより民事刑事事件両面に亘る理解を深めることに役立っている。

≪添付資料４：2009年度シラバス 31・65・69・67・55頁≫ 
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第４章 成績評価及び修了認定  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ４－１ 成績評価 

 

基準４－１－１ 

学修の成果に係る評価（以下，「成績評価」という。）が，学生の能力及び資

質を正確に反映する客観的かつ厳正なものとして行われており，次に掲げるす

べての基準を満たしていること。  

（１）成績評価の基準が設定され，かつ，学生に周知されていること。  

（２）当該成績評価の基準にしたがって成績評価が行われていることを確保

するための措置がとられていること。  

（３）成績評価の結果が，必要な関連情報とともに学生に告知されているこ

と。  

（４）期末試験を実施する場合には，実施方法についても適切な配慮がなさ

れていること。 

 

 （基準４－１－１に係る状況） 

（１）成績評価の基準として，成績評価のランク分け，各ランクの分布の在り方

等，成績評価における考慮要素について，以下のような準則を定めている。≪資料：

学生便覧（抜粋）９頁≫ 

 

資料：学生便覧（抜粋） 

２．成績評価の準則 

① 成績は，原則として，授業中の質疑応答の内容，課題，小テストの成績を50％，科目修

了試験の得点を50％とし，その総合点を100点満点で換算し評価します。 

② 60点以上70点未満を可とし，70点以上80点未満を良，80点以上90点未満を優，90点以上

を秀とします。 

③ 各成績評価の割合について，以下のガイドラインを設けます。 

a) 秀は，成績上位概ね10％までとします。 

b) 秀と優は，合わせて成績上位概ね35％までとします。 

c) 少なくとも成績下位の概ね10％の者に対しては可を与えるものとします。 

④ 成績評価の割合に関するガイドラインは，法律基本科目および実務基礎科目の必修科目

については，これを遵守し，これ以外の科目については，その趣旨を尊重して成績評価

を行うこととします。 

【学生便覧（９頁）より抜粋】 

 

例えば，成績評価に関する準則①は，科目修了試験を行わない一部の授業科目や，

演習科目等においては適用されず，各教員が科目の目的に沿った成績評価を行って

いる。また，成績評価に関する準則③は，履修者が少数の科目においては，機械的

に適用するのは適切でないため，成績評価の割合に関するガイドラインの趣旨を尊
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重して成績評価を行っている（準則④）。 

上記の成績評価基準は『学生便覧』及び『シラバス』において成績評価の方法と

して学生に周知している。すでに述べたように，成績評価に関する準則①は，演習

科目等，授業科目の目的に沿って各教員が成績評価を行うことを妨げるものではな

いが，各教員が異なった配分を行う場合には，その旨をシラバスに明示することと

している。【解釈指針４－１－１－１】≪添付資料５：学生便覧，添付資料４：2009

年度シラバス，添付資料６：評価別一覧表≫ 

（２）成績評価についての説明を希望する学生のために，法科大学院内部の委員会であ

る学務委員会を窓口とした「成績評価不服申立制度」を平成18年度から設けている

（平成17年度に関しては遡及実施）。これは，成績評価に関して説明を求める学生か

らの申立書を学務委員会で受理し，当該教員に回答を求め，その回答を学生に通知

する制度である。 

また，筆記試験採点の際の匿名性を確保するために，綴り穴で解答用紙を綴じる

ことにより，学生の氏名・学籍番号等を見ないで採点できる体裁の解答用紙を採用

している。 

さらに，各授業科目の分布に関するデータは，各学期における成績配布と同時に

１週間程度TKCに掲載することとしており，各教員はこれを閲覧することができる

（なお，個人が特定される可能性を考慮して，成績分布データの開示は，５名以上

履修している授業科目について行うこととしている）。【解釈指針４－１－１－２】

≪添付資料22：成績評価不服申立書，添付資料21：答案用紙，添付資料５：学生便

覧 ９頁≫ 

（３）筆記試験を行った場合についての当該試験における成績評価基準については，各

学期における成績配布と同時にこれをTKCに掲載することとしている（平成19年度か

ら統一的に実施している）。 

各授業科目の分布に関するデータは，各学期における成績配布と同時に１週間程

度TKCに掲載することとしており，学生はこれを閲覧することができる（なお，個人

が特定される可能性を考慮して，成績分布データの開示は，５名以上履修している

授業科目について行うこととしている）。また，同データは教授会においても全教員

に配布され関係教員間で情報の共有がなされている。【解釈指針４－１－１－３】≪

添付資料６：評価別一覧表≫ 

（４）期末試験を行う際に，筆記試験において合格点に達しなかった者に対して行われ

る試験（いわゆる再試験）は限定的な範囲で，かつ厳正な成績評価の下で実施され

るように，以下のようなルールを定めている。 

①再試験は，１年次配当の法律基本科目に限ってこれを認め，その他の科目につ

いてはこれを行わないこととする。 

②再試験は，合格点には達していないが，一定期間の学習の機会を与えた場合に

は合格点に達する見込みがあると判断される者に対してのみ，これを行うもの

とする。ここに言う「一定期間の学習の機会を与えた場合には合格点に達する

見込みがあると判断される者」については，当分の間，「100点満点中50点以上

の者」がこれに該当する。 
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③再試験に合格した場合には「可」（60点）の成績評価を与えるものとする。 

 

また，やむを得ない事情により筆記試験を受験できなかった者に対して，厳格な

手続要件を定めた追試制度を設けて追試験を行うことにしている。すなわち，①や

むを得ない理由により受験できなかった学生は，「追試験申請書」にその理由を記入

し，病気の場合は診断書，その他の場合はその理由を証明する書類を添付し，所定

の期日までに法科大学院係に提出すること，②学務委員会は，欠席理由を審査し，

欠席理由が適正と判断した場合には追試験の実施を担当教員に依頼することとして

いる。 

なお，再試験及び追試験については，実施した科目修了試験の問題とは異なる問

題を出題する旨，教授会等において継続的に確認している。平成20年度については，

同じ問題を出題することは無かった。【解釈指針４－１－１－４】≪資料：学生便覧

（抜粋）９～10頁，資料：成績評価及び修了認定について≫ 

 

  資料：学生便覧（抜粋）９～10頁 

５．追試験 

病気，怪我，交通機関の事故，忌引き等やむを得ない事情で科目修了試験を受験できなか

った学生は，追試験を受けることができます。追試験の実施の手続は，以下のとおりです。

① 病気，怪我，交通機関の事故，忌引き等やむを得ない理由により科目修了試験を受験

できなかった学生は，「追試験申請書」にその理由を記し，病気の場合は診断書，その

他の場合はその理由を証明する書類を添付し，当該試験の実施日から１週間以内に法科

大学院係に提出して下さい。 

② 学務委員会は，欠席理由を審査し，欠席理由が適正と判断した場合には，追試験の実

施を担当教員に依頼します。担当教員は，法科大学院係を通して，追試験の実施日等を

学生に通知します。 

③ 追試験は，各担当教員が実施します。ただし，非常勤講師の担当する授業科目につい

ては，学務委員会が行う場合があります。 

 

６．再試験について 

① 再試験は，１年次配当の法律基本科目に限って認め，その他の科目については行いませ

ん。 

② 再試験は，合格点には達していないが，一定期間の学習の機会を与えた場合には合格点

に達する見込みがあると判断される者に対してのみ行います。ここにいう「一定期間の学

習の機会を与えた場合には合格点に達する見込みがあると判断される者」については、当

分の間、「100点満点中50点以上の者」がこれに該当することとします。 

③ 再試験に合格した場合には「可」（60点）の成績評価を与えられます。 
【学生便覧（９～10頁）より抜粋】 

 

  資料：成績評価及び修了認定について 

成績評価及び修了認定について 

 

第 56 回教授会確認

 

・ 成績評価における考慮要素について，シラバス等で明確になっていない科目に関しては，

予め学生に連絡すること。 

・ すでに実施した科目修了試験の追試験を実施する場合は，後者は前者とは異なる問題によ

り実施すること。 

・ 追試験受験者の成績評価における小テスト等の考慮要素によって，特段の理由なくすでに

実施した科目修了試験受験者よりも不利益を受けないようにすること。 
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基準４－１－２ 

学生が在籍する法科大学院以外の機関における履修結果をもとに，当該法科

大学院における単位を認定する場合には，当該法科大学院としての教育課程の

一体性が損なわれていないこと，かつ，厳正で客観的な成績評価が確保されて

いること。 

 

 （基準４－１－２に係る状況） 

 

（１）本法科大学院に入学する前に他の大学院において履修した授業科目を入学後に本

研究科に入学した後の本研究科における授業科目の履修により修得したものとみな

す取り扱い（以下，既修得単位の認定という）は，以下のとおりとなっており，こ

の運用については，学務委員会で厳格に審査する体制を整えている。 

①法律基本科目と実務基礎科目に関しては，既修得単位の認定を行わない。 

②基礎法学・隣接科目の法律科目に関しては，他の法科大学院又は法律学を研究

する大学院で修得した授業科目で，本研究科で開講する授業科目に相応するも

のに限り，既修得単位の認定を行う。 

③基礎法学・隣接科目の会計・経済系科目に関しては，他の大学院で修得した授

業科目で，本研究科で開講する授業科目に相応するものに限り，既修得単位の

認定を行う。 

④基礎法学・隣接科目の法律科目，会計・経済系科目以外の授業科目に関しては，

基礎法学・隣接科目の趣旨に適合しているものに限り，既修得単位の認定を行

う。 

⑤展開・先端科目に関しては，他の法科大学院又は法律学を研究する大学院で修

得した授業科目で，展開・先端科目の趣旨に適合するものに限り，既修得単位

の認定を行う。 

以上のように，法律基本科目と実務基礎科目に関しては既修得単位の認定を行わ

ず，基礎法学・隣接科目及び展開・先端科目については限定された範囲でのみ既修

得単位の認定を行うこととしており，法科大学院としての教育課程の一体性を損な

うものではない。現時点までに既修得単位の認定の申請を受理したことはない。 

（２）次に，他の大学院（外国の大学院に留学する場合及び外国の大学院が行う通信教

育における授業科目を我が国で履修する場合を含む。）との協議に基づき，学生が当

該大学院の授業科目を履修することを認める取り扱い（以下，単位互換という）は，

以下のとおりとなっており，この運用については学務委員会で厳格に審査する体制

を整えている。 

①法律基本科目と実務基礎科目に関しては，単位互換を認めない。 

②基礎法学・隣接科目の法律科目に関しては，他の法科大学院又は法律学を研究

する大学院で開講する授業科目で，本研究科で開講しない授業科目に限り，単

位互換を認める。 

③基礎法学・隣接科目の会計・経済系科目に関しては，他の大学院で開講する授

業科目で，本研究科で開講しない授業科目に限り，単位互換を認める。 
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④基礎法学・隣接科目の法律科目，会計・経済系科目以外の授業科目に関しては，

基礎法学・隣接科目の趣旨に適合しているものに限り，単位互換を認める。 

⑤展開・先端科目に関しては，他の法科大学院又は法律学を研究する大学院で開

講する授業科目で，本研究科で開講しない授業科目で，かつ展開・先端科目の

趣旨に適合するものに限り，単位互換を認める。 

以上のように，法律基本科目と実務基礎科目に関しては単位互換を認めず，基礎

法学・隣接科目及び展開・先端科目については限定された範囲でのみ単位互換を認

めることとしており，法科大学院としての教育課程の一体性を損なうものではない。

現時点では，本法科大学院は他の大学院との協議に基づく単位互換を実施していな

い。 

（３）信州大学大学院の他の研究科の授業科目の履修単位の取り扱い（以下，他の研究

科の科目履修という）は，以下のとおりとなっており，この運用については学務委

員会で厳格に審査する体制を整えている。 

①法律基本科目，実務基礎科目，及び展開・先端科目に関しては，他の研究科の

科目履修を認めない。 

②基礎法学・隣接科目の法律科目に関しては，他の研究科の科目履修を認めない。 

③基礎法学・隣接科目の会計・経済系科目に関しては，本研究科で開講しない授

業科目に限り，他の研究科の科目履修を認める。 

④基礎法学・隣接科目の法律科目，会計・経済系科目以外の授業科目に関しては，

基礎法学・隣接科目の趣旨に適合しているものに限り，他の研究科の科目履修

を認める。 

以上のように，法律科目については科目履修を認めておらず，法科大学院として

の教育課程の一体性を損なうものではない。 

≪資料：「信州大学大学院学則第37条の２第１項に基づく既修得単位の認定に関する取

り扱いガイドライン（平成17年10月14日教授会決定）」， 

資料：「信州大学大学院学則第35条の２に基づく他の大学院における授業科目の履修

に関する取り扱いガイドライン（平成18年３月24日教授会決定）」， 

資料：「信州大学大学院学則第34条第１項に基づく他の研究科の授業科目の履修に関

する取り扱いガイドライン（平成18年３月24日教授会決定）」  

資料：第 54 回研究科教授会議事録（抜粋）≫  

 

資料：信州大学大学院学則第 37 条の２第１項に基づく既修得単位の認定に関する取り扱いガイド 

   ライン 

信州大学大学院学則第37条の２第１項に基づく既修得単位の 
認定に関する取り扱いガイドライン 

平成17年10月14日教授会決定 
 
本研究科に入学する前に他の大学院において履修した授業科目を入学後に本研究科に入学し

た後の本研究科における授業科目の履修により修得したものとみなす取り扱い（以下，既修得
単位の認定という）は，以下のとおりとする。 

①法律基本科目と実務基礎科目に関しては，既修得単位の認定を行わない。 
②基礎法学・隣接科目の法律科目に関しては，他の法科大学院または法律学を研究する大学

院で修得した授業科目で，本研究科で開講する授業科目に相応するものに限り，既修得単
位の認定を行う。 

③基礎法学・隣接科目の会計・経済系科目に関しては，他の大学院で修得した授業科目で，
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本研究科で開講する授業科目に相応するものに限り，既修得単位の認定を行う。 
④基礎法学・隣接科目の法律科目，会計・経済系科目以外の授業科目に関しては，基礎法学・

隣接科目の趣旨に適合しているものに限り，既修得単位の認定を行う。 
⑤展開・先端科目に関しては，他の法科大学院または法律学を研究する大学院で修得した授

業科目で，展開・先端科目の趣旨に適合するものに限り，既修得単位の認定を行う。 
⑥既修得単位の認定の申請は，所定の期間中に、研究科長に対し行う。 
⑦既修得単位の認定の申請に対しては，学務委員会が第一次審査を行い，その結果をもとに，

研究科教授会で，認定の可否を決定する。 

 

資料：信州大学大学院学則第 35 条の２に基づく他の大学院における授業科目の履修に関する取り 

   扱いガイドライン 
信州大学大学院学則第35条の２に基づく他の大学院における授業科目の  
履修に関する取り扱いガイドライン  

平成18年3月24日教授会決定  
 

他の大学院（外国の大学院に留学する場合及び大学の大学院が行う通信教育における授業科目
を我が国で履修する場合を含む。）との協議に基づき，学生が当該大学院の授業科目を履修する
ことを認める取り扱い（以下，単位互換という）は，以下のとおりとする。  

①法律基本科目と実務基礎科目に関しては，単位互換を認めない。  
②基礎法学・隣接科目の法律科目に関しては，他の法科大学院または法律学を研究する大学院

で開講する授業科目で，本研究科で開講しない授業科目に限り，単位互換を認める。  
③基礎法学・隣接科目の会計・経済系科目に関しては，他の大学院で開講する授業科目で，本

研究科で開講しない授業科目に限り，単位互換を認める。  
④基礎法学・隣接科目の法律科目，会計・経済系科目以外の授業科目に関しては，基礎法学・

隣接科目の趣旨に適合しているものに限り，単位互換を認める。  
⑤展開・先端科目に関しては，他の法科大学院または法律学を研究する大学院で開講する授業

科目で，本研究科で開講しない授業科目で，かつ展開・先端科目の趣旨に適合するものに限
り，単位互換を認める。  

⑥単位互換の申請は，所定の期間中に，研究科長に対し行う。  
⑦単位互換の申請に対しては，学務委員会が第一次審査を行い，その結果をもとに，教授会で，

認定の可否を決定する。  
 

資料：信州大学大学院学則第 34 条第１項に基づく他の研究科の授業科目の履修に関する取り扱い 

   ガイドライン 
信州大学大学院学則第34条第１項に基づく他の研究科の授業科目の 
履修に関する取り扱いガイドライン 
                 平成18年３月24日教授会決定 

 
信州大学大学院の他の研究科の授業科目の履修単位の取り扱い（以下，他の研究科の科目履

修という）は，以下のとおりとする。 
①法律基本科目，実務基礎科目，および展開・先端科目に関しては，他の研究科の科目履修

を認めない。 
②基礎法学・隣接科目の法律科目に関しては，他の研究科の科目履修を認めない。 
③基礎法学・隣接科目の会計・経済系科目に関しては，本研究科で開講しない授業科目に限

り，他の研究科の科目履修を認める。 
④基礎法学・隣接科目の法律科目，会計・経済系科目以外の授業科目に関しては，基礎法学・

隣接科目の趣旨に適合しているものに限り，他の研究科の科目履修を認める。 
⑤他の研究科の科目履修の申請は，所定の期間中に，研究科長に対し行う。  
⑥他の研究科の科目履修の申請に対しては，学務委員会が第一次審査を行い，その結果をも

とに，教授会で，認定の可否を決定する。  
 

 資料：第 54 回研究科議事録（抜粋） 

第 54 回研究科議事録（抜粋） 

 ○ 報告事項 

  １ 学務委員会 

 （中略） 

  また，単位互換，既修得単位認定の運用に際しては，すでに修得した単位の授業科目につい

 てのシラバスを参照したり，申請のあった学生を面談する等の方法を用いて，学務委員会の権

 限において審査を行うこととする旨，確認がなされた。 
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基準４－１－３ 

一学年を終了するに当たって履修成果が一定水準に達しない学生に対し，次

学年配当の授業科目の履修を制限する制度（以下，「進級制」という。）が原則

として採用されていること。 

 

 （基準４－１－３に係る状況） 

 

 １年次から２年次，及び２年次から３年次にそれぞれに関して，進級制度を採用して

いる。 

 １年次から２年次への進級については，法律基本科目26単位（１年次配当は32単位）

を取得することが進級要件である。 

 ２年次終了時点で、２年次配当の法律基本科目と実務基礎科目の10単位以上を含めた

60単位以上を修得することが進級要件である。 

 これらの要件については，学生便覧やガイダンスなどにおいて，また日常の講義中に

折に触れて，学生に周知している。 

 上記の単位不足により原級留置となった者に対しては，既に修得した単位は，そのま

ま認め，不合格科目についてのみ再履修を認めている。ただし，本法科大学院では，GPA

制に準じたポイント制（基準４－２－１に係る状況参照）を修了認定に必要な要件とし

ていることから「可」の成績評価を受けた科目についても再履修を認めている。【解釈指

針４－１－３－１】≪添付資料５：学生便覧 ７頁，６頁≫ 

 

 

【解釈指針４－１－３－２】  該当なし 
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 ４－２ 修了認定及びその要件 

 

基準４－２－１ 

法科大学院の修了要件が，次に掲げるすべての基準を満たしていること。  

（１）３年（３年を超える標準修業年限を定める研究科，専攻又は学生の履

修上の区分にあっては，当該標準修業年限）以上在籍し，９３単位以上を

修得していること。  

この場合において，次に掲げる取扱いをすることができる。  

ア 教育上有益であるとの観点から，他の大学院（他の専攻を含む。）

において履修した授業科目について修得した単位を，３０単位を超え

ない範囲で，当該法科大学院における授業科目の履修により修得した

ものとみなすこと。  

      なお，９３単位を超える単位の修得を修了の要件とする法科大学院

にあっては，その超える部分の単位数に限り３０単位を超えてみなす

ことができる。  

イ 教育上有益であるとの観点から，当該法科大学院に入学する前に大

学院において履修した授業科目について修得した単位を，アによる単

位と合わせて３０単位を超えない範囲で，当該法科大学院における授

業科目の履修により修得したものとみなすこと。  

     なお，当該単位数，その修得に要した期間その他を勘案し，１年を

超えない範囲で当該法科大学院が定める期間在学したものとみなす

ことができる。  

ウ 当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識を有す

ると認める者（以下，「法学既修者」という。）に関して，１年を超え

ない範囲で当該法科大学院が認める期間在学し，アとイによる単位と

合わせて３０単位（アのなお書きにより３０単位を超えてみなす単位

を除く。）を超えない範囲で当該法科大学院が認める単位を修得した

ものとみなすこと。  

（２）次のアからカまでに定める授業科目につき，それぞれアからカまでに

定める単位数以上を修得していること。  

 ただし，３年未満の在学期間での修了を認める場合には，当該法科大学

院において，アからウまでに定める授業科目について合計１８単位以上並

びにエからカに定める授業科目についてそれぞれエからカに定める単位

数以上を修得していること。  

ア 公法系科目       ８単位  

イ 民事系科目      ２４単位  

ウ 刑事系科目      １０単位  

エ 法律実務基礎科目    ６単位  

オ 基礎法学・隣接科目   ４単位  

カ 展開・先端科目    １２単位  

（３）法律基本科目以外の科目の単位を，修了要件単位数の３分の１以上修

得していること。（基準２－１－３参照。） 

 

 （基準４－２－１に係る状況） 
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（１）修了要件は，３年以上在学し，96単位以上を修得することに加えて，入学時から

の履修単位について，秀の成績評価につき４点，優の成績評価につき３点，良の成

績評価につき２点，可の成績評価につき１点，不可の成績評価につき０点とし，１

単位当たりの平均成績値1.50を満たすこと（平均成績値 1.50以上）を要件として

いる。【解釈指針４－２－１－１】 

上記のように，本研究科では，GPA制＊に準じたポイント制を修了認定に必要な要

件としているが，その理由は，以下のとおりである。すなわち，学生が，各学年に

段階的に設置された各科目の単位を厳格な成績評価の下で取得すれば，学生は実務

法曹に必要な専門的な法知識，思考力，分析力，表現力等を修得しているはずであ

り，修了に必要な単位数の要件を充足すれば十分であるという考え方もあり得るが，

しかし，「司法試験という『点』のみによる選抜ではなく，法学教育，司法試験，司

法修習を有機的に関連させた『プロセス』としての法曹養成制度」の中核としての

法科大学院においては，受験勉強をするために法科大学院の授業科目については単

位を取得するだけでよい，とくに基礎法学・隣接科目及び展開・先端科目のような

新司法試験の試験科目以外の科目については成績が悪くても構わない，というよう

な考え方を許すべきではなく，そのためには，すべての授業科目を対象として一定

水準以上の成績評価を受けることを学生に求めるべきであると考えられる。 

 

＊GPA（Grade Point Average）制に準じたポイント制 

①各授業科目の成績評価をそれぞれの加重点（Grade Point）に置き換え，加重点を

各授業科目の単位数を掛けた合計を，履修総単位数の合計で割ることによって算出

した平均値が平均成績値となる。 

平均成績値＝（（単位×加重点）の和）／（履修単位数の和（不可の単位数も含め

る。不受講は含めない。）） 

②各成績評価の加重点は，次のとおりとする。 

秀：４ 優：３ 良：２ 可：１ 不可：０ 

③不受講はGPAに準じたポイント制対象科目としない。 

④可の成績評価を受けた科目についても再履修を認める。 

⑤授業科目を再履修した場合，累積の平均成績値の算出の際には最後の履修による

成績評価及び単位数のみを算入するものとし，それ以前の成績及び単位数は算入

しない。 

 

 ア．信州大学大学院学則第35条の２第１項は「教育上有益と認めるときは，他の大学

院との協議に基づき，学生が当該大学院の授業科目を履修することを認めることが

できる。」と定め，同条第２項では「前項の規定により他の大学院において履修し

た授業科目について修得した単位は，30単位を超えない範囲で，本大学院における

授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。」と定める。 

   これを受けて，信州大学大学院法曹法務研究科規程第９条第１項は，「学生が大学

院学則第35条の２第１項の規定に基づき，他の大学院の授業科目の履修を希望する

ときは，所定の手続により，研究科長に願い出て，許可を受けるものとする。」と

定め，同条第２項は「前条及び前項の規定により履修した授業科目について修得し

た単位は，合わせて30単位を超えない範囲で，研究科において修得したものとして

取り扱うことができる。」と定めている。 

   現在までに，同条に基づいて希望した者はいない。 
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 イ．信州大学大学院学則第37条の２第１項は「教育上有益と認めるときは，学生が本

大学院に入学する前に他の大学院において履修した授業科目について修得した単位

（科目等履修生として修得した単位を含む。）を，本大学院に入学した後の本大学

院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。」と定め，

同条第２項では「前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は，

編入学，転学等の場合を除き，本大学院において修得した単位以外のものについて

は，第35条の２の規定により本大学院において修得したものとみなす単位数と合わ

せて30単位を超えないものとする。」と定める。 

   これを受けて，信州大学大学院法曹法務研究科規程第10条は，「第１項 大学院学

則第37条の２の規定により修得したものとみなす単位については，研究科教授会の定

めるところにより，これを行う。 第２項 前項の規定により修得したものとみなす

単位は，再入学及び転入学の場合を除き，研究科において修得した単位以外のものに

ついて，第８条及び第９条の規定により研究科において履修したものとみなす単位数

と合わせて30単位までとする。 第３項 第１項の規定により単位を受けようとする

者は，所定の様式により，研究科長に願い出なければならない。」と定めている。 

   現在までに，同条に基づいて希望した者はいない。 

 

 ウ．該当なし 

 

（２）修了の認定に必要な修得単位数のうち，法律基本科目は58単位であり，そのうち，

必修科目の公法系科目が12単位，民事系科目が32単位，刑事系科目が12単位，選択

必修科目が２単位である。また，法律実務基礎科目は12単位，基礎法学・隣接科目

は４単位，展開先端科目22単位である。 

（３）修了の認定に必要な修得単位数のうち，法律基本科目以外の科目の単位は38単位

であり，修了要件単位数の３分の１を超えている。【解釈指針４－２－１－２】≪資

料：学生便覧 ５頁，資料：信州大学大学院学則（抜粋）≫さらに≪添付資料５：

学生便覧，添付資料14：信州大学大学院学則≫も参照。 
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資料：学生便覧 ５頁 

Ⅲ．修了要件 
 

１．修了に必要な要件 

①修了に必要な単位数は 96 単位です。 

この修了必要単位の取得に加えて，②入学時からの履修単位について，秀の成績評価につき４

点，優の成績評価につき３点，良の成績評価につき２点，可の成績評価につき１点，不可の成績

評価につき０点とし，１単位当たりの平均成績値 1.50 を満たすこと（平均成績値 1.50 以上）〔Ｇ

ＰＡ(Grade Point Average)制〕が修了要件です。 

 

２．必要単位数の内訳 

（１）必修科目・選択必修科目・自由選択科目 

・必修科目 

必修科目の必要単位数は 64 単位です。これを，法律基本科目から 56 単位，実務基礎科

目から８単位取得する必要があります。 

・選択必修科目 

選択必修科目の必要単位数は 22 単位です。これを，法律基本科目から２単位，実務基

礎科目から４単位，基礎法学・隣接科目から４単位，展開・先端科目から 12 単位取得す

る必要があります。 

・自由選択科目 

上記以外の修了に必要な単位（10 単位）は，自由選択科目として取得してください。こ

の自由選択科目には２種類あります。①本来の自由選択科目と，②展開・先端科目におけ

る選択必修科目であるが，所定の修了要件（１２単位）を超過して取得したものです。 

 

（２）各科目群の修了要件 

法律基本科目を 58 単位，実務基礎科目を 12 単位，基礎法学・隣接科目を４単位，展開・

先端科目を 22 単位，それぞれ取得する必要があります。 

 修了に必要な単位  96 単位 

必修 選択必修 自由選択 計  

64 22 10 96 

 公法系 12     

 民商系 32 56 2 － 58 法律基本科目 

 刑事系 12     

 一 般 2     

 民裁系 4 8 4 － 12 実務基礎科目 

 刑裁系 2     

基礎法学・隣接科目 4  4 

展開・先端科目 
― 

12 10 22 

注１：展開・先端科目の自由選択科目（10 単位）の履修は，展開・先端科目の自由選択

科目又は展開・先端科目の選択必修科目のうち，所定の修了要件（12 単位）を超

えて履修した科目から取得する必要があります。 

注２：基礎法学・隣接科目の選択必修科目のうち，所定の修了要件（４単位）を超えて

履修した科目は，展開・先端科目の自由選択科目（10 単位）に算入することはで

きません。これは「余剰単位」となります。 

注３：基礎法学・隣接科目の自由選択科目は「余剰単位」となります（05 年カリキュラ

ム）。 
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資料：信州大学大学院学則（抜粋） 
 

（他の大学院等における授業科目の履修） 

第35条 研究科（法曹法務研究科を除く。以下この条において同じ。）において教育上有益と認め

るときは，他の大学院との協議に基づき，学生が当該大学院の授業科目を履修することを認める

ことができる。 

２ 前項の規定により他の大学院において履修した授業科目について修得した単位は，10単位を超

えない範囲で，本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 前項の規定は，研究科において教育上有益と認めるときは，第48条第１項に規定する休学によ

り学生が外国の大学院（これに相当する教育研究機関を含む。以下「外国の大学院等」という。）

において履修した授業科目について修得した単位について準用する。 

４ 第２項の規定は，研究科において教育上有益と認めるときは，学生が外国の大学院等が行う通

信教育における授業科目を我が国において履修する場合及び学生が外国の大学院等の課程を有

するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大

臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修する場合の授業

科目について修得した単位について準用する。 

５ 前３項及び第52条第２項の規定により本大学院において修得したものとみなす単位数は，合わ

せて10単位を超えないものとする。 

６ 第１項の規定により他の大学院において授業科目を履修した期間は，本大学院の在学期間に算

入する。 

７ 他の大学院及び外国の大学院等における授業科目の履修に関し必要な事項は，各研究科におい

て定める。 

第35条の２ 法曹法務研究科において教育上有益と認めるときは，他の大学院との協議に基づき，

学生が当該大学院の授業科目を履修することを認めることができる。 

２ 前項の規定により他の大学院において履修した授業科目について修得した単位は，30単位を超

えない範囲で，本大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 前項の規定は，学生が外国の大学院に留学する場合及び外国の大学院が行う通信教育における

授業科目を我が国において履修する場合について準用する。 

 

 （入学前の既修得単位の取扱い） 

第37条 研究科（法曹法務研究科を除く。）において教育上有益と認めるときは，学生が入学前に

大学院（外国の大学院を含む。）において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修

生として修得した単位を含む。）を，本大学院における授業科目の履修により修得したものとみ

なすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなす単位数は，編入学等の場合を除き，本大学院において

修得した単位以外のものについては，10単位を超えないものとする。 

３ 入学前の既修得単位の取扱いに関し必要な事項は，各研究科において定める。 

第37条の２ 法曹法務研究科において教育上有益と認めるときは，学生が本大学院に入学する前に

他の大学院において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位

を含む。）を，本大学院に入学した後の本大学院における授業科目の履修により修得したものと

みなすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は，編入学，転学等の場合を除き，

本大学院において修得した単位以外のものについては，第35条の２の規定により本大学院におい

て修得したものとみなす単位数と合わせて30単位を超えないものとする。 
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 ４－３ 法学既修者の認定 

 

基準４－３－１ 

法科大学院が，当該法科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識

を有する者であると認める（いわゆる法学既修者として認定する）に当たっ

ては，法律科目試験の実施，その他の教育上適切な方法が用いられているこ

と。 

 

 （基準４－３－１に係る状況） 

 

法学既修者の認定は実施していない。 

【解釈指針４－３－１－１～４－３－１－５】該当なし 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

基準４－１－１，基準４－１－２に関し，成績評価において本法科大学院の優れた点

は，評価基準の事前開示を徹底し，評価の客観性・厳格性を確保していること，法律基

本科目等の授業科目においても，科目修了試験のみならず，小テストや課題，質疑応答

などの平常点を加味して成績評価を行い，プロセスとしての法曹教育の理念に従った成

績評価を行っていることにある。そして，その成績分布データを速やかにオンラインの

学修支援システムにて学生へ向け開示している。かつ，当該データを教員全員が共有す

る体制が採られている。 

  

 

≪添付資料５：学生便覧，添付資料４：2009年度シラバス，添付資料６：評価別一覧表

≫ 
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第５章 教育内容等の改善措置  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ５－１ 教育内容等の改善措置 

 

基準５－１－１ 

教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が，組織的かつ継続

的に行われていること。 

 

 （基準５－１－１に係る状況） 

 

本法科大学院はFDの企画，立案，実施を担当する組織としてFD・紀要委員会FDチーム

（以下、FDチームとする）を設置し，その下に実務研修会と理論研修会を置いている。

FDの有効性を確保するために，FDチームは，学務委員会，中期計画・認証評価委員会，

コンプライアンス委員会と密接に連携している。【解釈指針５－１－１－２】 

FDの企画，立案，実施に当たって，自己点検評価の項目及び評価の視点における教育

内容，教育方法，成績評価と現実の教育効果，教員の教育能力の向上を対象とし，本法

科大学院の法曹教育における教育の理念と目的を考慮した教育課程の編成の基本方針及

び理論と実務の架橋のための具体的取り組み，履修指導の基本方針及び履修指導の具体

的方法，教員の資質維持向上の方策を十分に斟酌している。 

これらの基準に従い，各教員は年度初めにシラバスを提出している。各授業科目の５

回終了後及び科目修了試験・演習終了後に授業アンケートを２回行っている。これらの

授業アンケートの５段階評価の部分はTKCに掲載している。第１回目の授業アンケートの

集計前後に授業参観を行い，授業参観後に授業の担当教員と授業参観教員との間で授業

内容及び教育方法の検討を行う教員研修会を開催している。第１回目の授業アンケート

及び科目修了試験・演習終了後の第２回目の授業アンケートの結果を参考にして，講義・

演習担当者研修会報告書を作成してもらい，講義・演習関係資料の参考資料も配布して，

教育内容及び教育方法に関する講義・演習担当者研修会を行っている。この場で参加教

員が講義・演習の内容を報告し質疑応答を行い，教育内容及び教育方法のあり方を検討

している。この研修会の後で，FDチームは授業計画・講義記録書，講義・演習関連資料，

研修会報告書の内容，教員研修会の質疑応答等を斟酌して，学期ごとの講義・演習担当

者の教育内容及び教育方法の総括を行い，各教員に対して研修会報告書の再提出等によ

って適宜個別的な改善指導を行っている。 

その他に、個別テーマに限定した研修会を開催し、外部の研修会に参加している。【解

釈指針５－１－１－１】【解釈指針５－１－１－３】 

≪添付資料23：平成20年度以降におけるファカルティ・ディベロップメントの実施状況，

添付資料24：講義評価アンケート様式及び集計結果，添付資料25：委員会等組織図，委

員会担当事項，添付資料26：信州大学大学院法曹法務研究科執行体制に関する内規≫ 
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基準５－１－２  

法科大学院における実務家教員における教育上の経験の確保，及び研究者

教員における実務上の知見の確保に努めていること。 

 

 （基準５－１－２に係る状況） 

 

 本法科大学院はFDチームの附属の組織として，実務家教員の教育上の経験を確保する

ための理論研修会を平成21年１月30日に実施した。研究者教員の実務上の知見を確保す

るために実務研修会を平成20年12月19日に実施した。実務家教員が担当するロークリニ

ックに研究者教員が参加することによって，研究者教員にとっての実務研修を平成20年

４月25日と平成21年４月24日に行った。【解釈指針５－１－２－１】≪添付資料23：平成

20年度以降におけるファカルティ・ディベロップメントの実施状況≫ 

 

また，本法科大学院の教育内容として，理論と実務を架橋する観点から，研究者教員

と実務家教員が共同して行う授業の類型を設け，実践している（基準２－１－１に係る

状況参照）。たとえば，法律基本科目のうち，「民商法総合演習１」，「民商法総合演習２」，

「民事訴訟法総合演習」，「刑事訴訟法演習」において，研究者教員と実務家教員が，授

業の準備段階からそれぞれの経験や知見を交換・補完する等して，実務家教員において

は教育上の経験の確保，研究者教員においては実務上の知見の確保に努めている。【解釈

指針５－１－２－１】≪添付資料４：2009年度シラバス 188，33，139，143，189，51

頁≫ 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

優れた点は，基準５－１－１，基準５－１－２に関し，授業参観及び授業参観後の教

員研修会，ならびに，講義・演習後の講義・演習担当者研修会を通じて，法科大学院の

教育内容及び方法について，教員相互間での知識・ノウハウの共有化及び相互の研鑽が

図られていることである。また，外部の大学等の授業参観等の研修会にも参加している。 

改善を要する点は，基準５－１－２に関し，授業内容及び方法の多様性と一層の知見

を探るため，外部の実務家及び研究者を研修会に招聘する余地が残されている。 
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第６章 入学者選抜等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ６－１ 入学者受入 

 

基準６－１－１ 

 公平性，開放性，多様性の確保を前提としつつ，各法科大学院の教育の理

念及び目的に照らして，各法科大学院はアドミッション・ポリシー（入学者

受入方針）を設定し，公表していること。 

 

 （基準６－１－１に係る状況） 

 

本法科大学院では，『法の支配に奉仕せよ』，『知的に究理せよ』，『つねに良き隣人たれ』

を教育の理念に据え，その下に教育の目的として，①法の支配に奉仕する豊かな人間性

と高い倫理性を備えた法曹の養成，②高度の専門能力を持ち地域の経済・社会・行政に

貢献できる法曹の養成，③経済・経営に強い法曹の養成，④科学技術の動向に対する知

見を持った法曹の養成を掲げている。そして，これらは，法曹自らの手による自らの後

継者養成を目指す長野県弁護士会との密接な連携と共同によって実践されるものである。

また，こうした理念や目的を踏まえて，設置の趣旨のほかに，社会における多様な法曹

へのニーズに対応し得るように，多彩なバックグラウンドを持った有用な人材を幅広く

求めることを目的として，アドミッション・ポリシー（入学者受入方針）を策定してい

る。アドミッション・ポリシーの具体的な内容に関しては，多彩で有為な人材に門戸を

開放するという意味で「多様性」，「開放性」を確保しているほか，特定の集団等を優遇

するような選抜制度は採用しておらず，「公平性」の確保という点にも配意したものとな

っている。 

本法科大学院では，入学者選抜の企画・立案及び実施に当たっては，入試委員会が責

任をもってこれを担当することとし，法科大学院適性試験，小論文試験，社会活動・職

歴・学歴等を記載した書類，面接（面接は地域法曹枠志願者のみを対象）を総合的に評

価し，上記にかかげる理念・目的，設置の趣旨，アドミッション・ポリシーに沿った選

抜手続を実施している。【解釈指針６－１－１－１】≪添付資料25：委員会等組織図，委

員会担当事項≫ 

また，本法科大学院の理念・目的，設置の趣旨，アドミッション・ポリシーに加え，

各年度の入学者選抜の方法を含めた教育活動等に関する重要事項（基準９－３－２に係

る状況に掲げる10項目）を，ホームページ（平成17年５月に開設）及び学校紹介パンフ

レット・学生募集案内を通じて公表しているほか，とりわけ適宜のタイミングで，入学

志願者を対象とした説明会を東京，名古屋，大阪及び松本にて行い，これら情報の周知

徹底を図っている。【解釈指針６－１－１－２】≪添付資料１：パンフレット，添付資料

２：学生募集案内，添付資料３：ホームページ（該当箇所のみ）≫各項目の公表状況に

ついては、資料：各項目の公表状況の一覧を参照。 
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資料：各項目の公表状況の一覧 

 パンフレット 学生募集案内 ホームページ 

設置者   ○ 

教育上の基本組織 ○  ○ 

所在地 ○ ○ ○ 

教育の理念・目的，法曹像 ○  ○ 

教員組織 ○  ○ 

学生数の状況   ○ 

入学者選抜 ○ ○ ○ 

教育課程及び教育方法 ○  ○ 

成績評価及び課程の修了   ○ 

学費及び奨学金等の学生支援制度 △（奨学金等学生

支援制度） 

△（学費のみ） ○ 

修了者の進路及び活動状況   ○ 

 

さらに，６月以降，複数の法科大学院が参加する合同説明会や，本法科大学院が単独で

開催する個別説明会を通じて，志願者をはじめとする外部に対して，入学者選抜試験，

教育体制・カリキュラム等のテーマを中心に説明を行っている。とりわけ，平成21年度

入学者選抜においては，東京，松本，名古屋，大阪でこれら説明会を開催し，志願者の

一層の獲得に向けた努力を行った。≪資料：平成21年度入試説明会の概要≫ 

 

資料：平成 21 年度入試説明会の概要 

開催日 開催場所 概要 配布資料 

６月28日（土） 名古屋市・栄（明治安田

生命名古屋ビル） 

中日新聞社主催の合同説明会 学生募集案内 

パンフレット 

６月28日（土） 東京都・高田馬場（Wセミ

ナー高田馬場校） 

本法科大学院主催の個別説明会 同上 

７月６日（日） 東京都・高田馬場（辰巳

法律研究所東京本校） 

辰巳法律研究所主催の合同説明

会 

同上 

７月６日（日） 長野県・松本市（信州大

学法科大学院） 

本法科大学院主催の個別説明会 同上 

７月12日（土） 東京都・高田馬場（Wセミ

ナー高田馬場校） 

Wセミナー主催の合同説明会 同上 

７月13日（日） 名古屋市・中村区（辰巳

法律研究所名古屋本校）

辰巳法律研究所主催の合同説明

会 

同上 

８月６日（水） 東京都・高田馬場（Wセミ

ナー高田馬場校） 

本法科大学院主催の個別説明会 同上 

８月７日（木） 大阪府・梅田 

（Wセミナー梅田校） 

本法科大学院主催の個別説明会 同上 

９月30日（火） 東京都・渋谷区 

伊藤塾東京校 

本法科大学院主催の個別説明会 同上 
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基準６－１－２ 

入学者選抜が各法科大学院のアドミッション・ポリシーに基づいて行われて

いること。  

 

 （基準６－１－２に係る状況） 

 

 本法科大学院のアドミッション・ポリシーにおいては，幅広い教養，深い社会的知性，

論理的な理性，豊かな人間性を有した多様なバックグラウンドを持った有為な人材に法

曹への門戸を開放することを謳い，これまでの学問上の成績のみならず，社会的貢献活

動や職業上の実績等も加味することとしている。また，科学技術の発展・普及に応じた

法曹を養成していくために，科学的な知見を有する人材を受け入れるほか，社会的基盤

の弱い地域に応じた法曹を養成していくために，地域法曹となる意欲や使命感を持つ人

材を積極的に受け入れることを謳っている。 

 本法科大学院では，入学者選抜に当たって，一般的な法曹を目指す志願者を対象とす

る「一般枠」，科学分野における法曹活動を目指す志願者を対象とする「高度技術法曹枠」，

長野県で地域法曹としての活動を目指す「地域法曹枠」という３つの枠を設け，上記ア

ドミッション・ポリシーを踏まえて，法科大学院適性試験や本法科大学院が実施する小

論文試験の結果（これらを総称して「試験成績評価事項」という）と，これまでの学歴

や職歴，社会活動，志望動機等を記載した書類の記載内容や面接（これらを総称して「特

別評価事項」という）を総合的に評価し，入学者選抜を行っている。試験成績評価事項

のうち法科大学院適性試験と小論文試験の比重は，いずれの募集枠についても６対４で

ある。 

 「一般枠」は，募集人員の６割程度とし，試験成績評価事項と特別評価事項の比重を

２対１として，その総合評点により選抜を行う。したがって，法科大学院適性試験と小

論文試験と特別評価事項の比重は６対４対５となる。 

 「高度技術法曹枠」と「地域法曹枠」は，それぞれ募集人員の２割を上限とし，試験

成績評価事項で一定の成績に達していることを前提として，特別評価事項の資格，活動，

経験等を参考にして，高度技術能力や地域貢献意欲を評価のうえで選抜している。なお，

高度技術法曹枠志願者に対しては，特別評価事項の判定資料として，「科学技術・自然科

学に関する資格，職業経験申告書」の提出を求め，科学的な知見の水準を判定している

ほか，地域法曹枠志願者に対しては，「地域における社会活動，職業経験申告書」や「推

薦書」の提出（推薦書は任意提出）を求めるほか，１人当たり20～30分程度の面接を課

し，志願者の地域法曹としての意欲や使命感を判定している。≪添付資料２：学生募集

案内，別紙２（別紙様式２）学生数の状況≫資料：募集枠別の選抜方法一覧を参照。 
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資料：募集枠別の選抜方法一覧 

 

募集枠 
Ａ事項 

（試験成績評価事項） 
Ｂ事項 

（特別評価事項） 
判 定 方 法 募集人員の枠別内訳

一般枠 

①「志望理由書，語学

能力，大学等の成績，

社会活動等，その他顕

著な適性」に基づき，

総合的に評価。 

Ａ 事 項 と Ｂ 事 項 の

比重を２対１とし，

そ の 総 合 評 点 に よ

り選抜。 

募集人員の６割程度

を選抜。 

高度技術 
法曹枠 

上記①に加えて，②科

学技術・自然科学に関

す る 資 格 ， ③ 科 学 技

術・自然科学に関する

職 業 経 験 を 総 合 的 に

評価。  

募集人員の２割を限

度として選抜。 

地域法曹枠 

適性試験 

(成績割合

6) 

小論文 

(成績割合

4) 

上記①に加えて，②地

域における社会活動，

③ 地 域 に お け る 職 業

経験，④面接試験の成

績を総合的に評価。  

Ａ 事 項 で 一 定 の 成

績 に 達 し て い る こ

とを前提として，Ｂ

事項の資格，活動，

経験等を参考とし，

高 度 技 術 能 力 や 地

域 貢 献 意 欲 を 評 価

の上で選抜。 

募集人員の２割を限

度として選抜。 

「平成22年度学生募集案内」より 
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基準６－１－３ 

 法科大学院の入学資格を有するすべての志願者に対して，各法科大学院の

アドミッション・ポリシーに照らして，入学者選抜を受ける公正な機会が等

しく確保されていること。  

 

 （基準６－１－３に係る状況） 

 

 本法科大学院の入学者選抜は，基準６－１－２に係る状況に示した形で実施しており，

本法科大学院を設置している信州大学出身者について優先枠を設ける等の優遇措置は講

じていない。また，過去５年間の入学者選抜の結果をみると，信州大学出身の入学者は

10名で，入学者総数154名の６％程度に止まっているほか，主として法学を履修する学科

（経済学部経済システム法学科）に在学又は卒業した者に限れば入学者は３名であり，

入学者総数の２％程度に止まっている。【解釈指針６－１－３－１】≪添付資料２：学生

募集案内，資料：信州大学出身者入学状況，別紙２（別紙様式２）学生数の状況≫ 

 

資料：信州大学出身者入学状況 

（単位：名，括弧内は％） 

 平成 

17年度 

平成 

18年度

平成 

19年度

平成 

20年度

平成 

21年度 

５年間 

合計

入学者数 36 31 30 40 17 154

う ち 信 州 大 学 出

身者 

4 

（11.1） 

4

（12.9）

0

（0）

1

（2.5）

1 

（5.9） 

10

（6.5）

う ち 経 済 シ ス テ ム法

学科出身者 

2 

（5.6） 

1

（3.2）

0

（0）

0

（0）

0 

（0） 

3

（1.9）

 

 また，入学者選抜の過程において，出身大学は選抜判定の材料や評価基準には加えて

おらず，従って特定の大学出身者を区別して優遇したり，あるいは差別するといったこ

とは行っていない。 

 なお，本法科大学院においては，入学者に対して寄附等の募集を一切行っていない。【解

釈指針６－１－３－２】 

 これらの点を踏まえ，本法科大学院の入学資格を有する志願者すべてに対して，本法

科大学院が設定したアドミッション・ポリシーに照らして，入学者選抜を受ける公正な

機会と基準が等しく確保されていると考えている。 
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基準６－１－４ 

 入学者選抜に当たっては，法科大学院において教育を受けるために必要な

入学者の適性及び能力等が適確かつ客観的に評価されていること。  

 

 （基準６－１－４に係る状況） 

 

 入学者選抜は，基準６－１－２に係る状況に示したとおり，法科大学院適性試験，本

法科大学院が実施する小論文試験の成績，志願者から提出された所定の書面における記

載内容を総合的かつ客観的に評価して行われている。 

 判定方法は，一般枠志願者に関しては，「適性試験：小論文試験：提出書類＝６：４：

５」で評価を行い，その総合評点により選抜している。他方で，高度技術法曹枠と地域

枠志願者に関しては，「適性試験：小論文試験＝６：４」の比重で評価したうえで，これ

ら２つの試験の総合評点が一定の成績に達している者について，提出された書面や面接

結果（地域法曹枠志願者のみ）等を参考として高度技術能力や地域貢献意欲を評価し選

抜を行っている。こうした判定方法についても，学生募集案内等を通じて公表するなど，

その客観性確保に努めている。≪添付資料２：学生募集案内≫ 

 適性試験は，当初，独立行政法人大学入試センターが実施する法科大学院適性試験の

みを利用していたが，平成20年度入学者選抜より，適性試験委員会（日弁連法務研究財

団・商事法務研究会）が実施する法科大学院統一適性試験についても，志願者が任意に

選択のうえ提出できるように出願要件を改めた。いずれの適性試験についても，法学教

育を受けるために必要な判断力，思考力，分析力等を評価するのに適切な基準となり得

るものと評価している。小論文試験は本法科大学院の教員が作成しているが，その作成

過程においては，入試委員会より依頼を受けた複数の教員が個々作成した複数の試験問

題案を比較検討し，法学既修者等特定の志願者が有利にならないか，客観的に判断力，

論理力，思考力，展開力，表現力を評価し得る内容となっているかといった観点から，

最終的に当該年度に実施する試験問題を選択している。小論文試験の採点に当たっては，

問題作成者のほかに問題作成に携わった複数の教員が別途採点を行うことで二重のチェ

ックを課しているが，これにより採点過程における客観性の確保にも努めている。【解釈

指針６－１－４－１】 

 また，志願者から提出された書面についても，学部等での成績，社会活動・職歴，資

格，語学能力，志望理由書の記載内容，面接結果（地域法曹枠志願者のみ）等の各ポイ

ントに関して，複数の教員が重複的に審査を行ったうえで，討議・審議過程を経て，特

段秀でている者に加点することとしている。こうした複数教員のチェックにより，書面

審査においても客観的な評価を確保する体制を整えている。 
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基準６－１－５ 

入学者選抜に当たって，多様な知識又は経験を有する者を入学させるよう努

めていること。 

 

 （基準６－１－５に係る状況） 

 

 入学者選抜に当たっては，下記の方法を講ずることにより，多様な知識や経験を有す

る者を入学させるよう努めている。 

 第１に，大学等の在学者については，提出書面に，学業成績に加えて，法曹を目指す

理由や本法科大学院を志望する理由，社会活動等顕著な適性を記載する欄を設けており，

これらを適切に評価できるよう考慮を行っている。【解釈指針６－１－５－１】 

 第２に，社会人（本法科大学院においては，「社会人」とは，「入学時に大学等卒業後

満３年を経過する者」をいう）等についても，提出書面に，学業成績に加えて，法曹を

目指す理由や本法科大学院を志望する理由，社会活動等顕著な適性を記載する欄を設け

ており，これらを適切に評価できるよう考慮を行っている。特に高度技術法曹枠志願者

については，「科学技術・自然科学に関する資格，職業経験申告書」の提出を，地域法曹

枠志願者については，「地域における社会活動，職業経験申告書」や「推薦書」の提出（推

薦書は任意提出）をそれぞれ求め，実務経験や社会経験，法学以外の分野における資格

等を適切に評価できるよう考慮を行っている。【解釈指針６－１－５－２】≪添付資料

２：学生募集案内≫ 

このように，社会活動や職業経験，法学以外の分野における資格等も適切に入学者選抜

の評価過程に組み込むことにより，法学を履修する過程以外の過程を履修した者，又は

実務等の経験を有する者の占める割合は，平成17年度が52.8％，平成18年度が45.2％，

平成19年度が53.3％，平成20年度が70.0％，平成21年度が52.9％で推移しており，いず

れの入学年度も目標の３割以上を確保している。【解釈指針６－１－５－３】【解釈指針

６－１－５－４】 ≪資料：社会人・他学部等入学状況，別紙２（別紙様式２）学生数

の状況≫ 

 

資料：社会人・他学部等入学状況 

（単位：名，括弧内は％） 

 平成 

17年度 

平成 

18年度

平成 

19年度

平成 

20年度

平成 

21年度 

５年間 

合計 

入学者総数 

 

36 31 30 40 17 154

うち社会人出身

者 

14 

（ 38.9） 

８

（ 25.8）

12

（ 40.0）

14

（35.0）

4 

（23.5） 

52

（33.8）

うち他学部出身

者 

13 

（ 36.1） 

８

（ 25.8）

12

（ 40.0）

20

（50.0）

8 

（47.1） 

61

（39.6）

うち社会人又は

他学部出身者 

19 

（ 52.8） 

14

（ 45.2）

16

（ 53.3）

28

（70.0）

9 

（52.9） 

86

（55.8）
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 ６－２ 収容定員と在籍者数 

 

基準６－２－１ 

 法科大学院の在籍者数については，収容定員を上回る状態が恒常的なものと

ならないよう配慮されていること。 

 

 （基準６－２－１に係る状況） 

 

 本法科大学院の定員は１学年40名であり，これに対して，在籍者数は現在84名であり，

在籍者数が収容定員（120名）を上回っていない。【解釈指針６－２－１－１】【解釈指針

６－２－１－２】≪別紙２（別紙様式２）学生数の状況≫ 
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基準６－２－２ 

 入学者受入において，所定の入学定員と乖離しないよう努めていること。  

 

 （基準６－２－２に係る状況） 

 

 入学定員は40名であるが、募集人員は、平成17年度については入学定員と同数の40名

であったが、平成18年度以降は、設置申請に係る問題を受けて，30名に設定している。 

 入学者数は，平成17年度が36名，18年度が31名，19年度が30名，20年度が40名，21年

度が17名である。平成18年度、平成19年度は入学者数が入学定員を下回っているが，こ

れは入学者数を募集人員に合わせた結果である。平成20年度も募集人員は30名であった

が、入学者数は定員どおりの40名となった。平成21年度も募集人員は30名であったが，

入学者数は17名となった。 

 募集人員を満たすため，説明会等の広報活動を行い志願者数を確保するとともに，合

格者数の決定の際には入学者数の確保に努めているが，収容定員（120名）に対して，在

籍者数（84名）が大きく乖離している現状に鑑み，また，全法科大学院について入学定

員の削減が検討されている中で、本法科大学院においても、40名の定員数を削減する必

要がある。【解釈指針６－２－２－１】≪別紙２（別紙様式２）学生数の状況≫ 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

入学者に対する本法科大学院の情報提供の一層の拡大を図りたい。現在においても，

ホームページやパンフレットを通じて必要な範囲で本法科大学院の情報を提供している

が，より実質的な内容も含めて，外部への積極的な情報発信が求められる。こうした取

り組みを通じて，一人でも多くの志願者が本法科大学院を知り，受験してもらえるよう

に努める必要があると考える。 

改善を要する点として、入学定員の再検討がある。全法科大学院について入学定員の

削減が検討されている中で、本法科大学院においても、平成22年度入試から40名の定員

数を削減することにした。 
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第７章 学生の支援体制  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ７－１ 学習支援 

 

基準７－１－１ 

学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，また，教

育課程上の成果を上げるために，各法科大学院の目的に照らして，履修指導

の体制が十分にとられていること。 

 

 （基準７－１－１に係る状況） 

 

法科大学院入学者に対しては，いわゆる法学未修者の履修課程しかないため，法学学

習の未経験者に対する導入ガイダンスを行っている。まず入学前に「入学予定者の皆様

へ」と称する冊子を配布し，入学前の自習のための手引きを示している。また入学後に

は，前期が始まる前に「法律学入門講座」を開講し，できるだけ受講するよう促すこと

にしている。さらに，「法情報調査」を開講し，「法令，判例及び学説等の検索並びに判

例の意義及び読み方の学習等，法令を学ぶ上で必要な情報の調査・分析に関する技法を

修得すること」を目的とし，これを全員に義務付けている。【解釈指針７－１－１－１】

≪添付資料27：法律学入門講座のご案内，添付資料８：入学予定者の皆様へ≫ 

いわゆる法学未修者に関しては，民法の履修がきわめて重要であることに鑑みて，１

年次において民法の学習を徹底して行い，また憲法科目，刑法科目も１年次に配当する

というカリキュラム体系を採用しているほか，後記（本書55頁参照）オフィスアワーを

設定し，個別の学習相談に応じており，さらに教員が教室において希望する学生からの

勉学上の相談や学習方法の質問等に積極的に答える「クラスアワー」を開設し（本書55

頁参照），教育効果の向上を図っている。 

１年次に配当される法律基本科目の学修が適切に行われるように，入学後のガイダン

スにおいて法律基本科目の概要について説明を行っているほか，履修登録前に個別履修

相談を実施している（平成17年度に４回，平成18年度に３回，平成19年度に３回，平成

20年度に４回，平成21年度に４回実施）。【解釈指針７－１－１－２】≪添付資料８：入

学予定者の皆様へ≫ 

また，１学年を２クラスに分けて，それぞれのクラスに研究者教員と実務家（弁護士）

教員各１人の合計２人のクラス担任をおくことにより，随時学生の質問などに対応する

体制を採っている。さらに，年次進級時には，履修相談を実施して，学生各人が念頭に

置いている法曹像に即した勉学ができる科目を紹介している。また，平成18年度及び19，

20，21年度のガイダンスにおいて入学者に対して実務家教員が地域に根差して活動する

法曹実務の仕事の内容について実際の経験を踏まえて説明する機会を設け，学生からも

高い関心を得た。≪添付資料８：入学予定者の皆様へ，添付資料５：学生便覧 ４頁，

55頁≫これによって，経済・経営に強い法曹や地域に貢献する法曹を養成するという，

本法科大学院の掲げる教育理念や教育目的に照らしたガイダンスを適切に実施するよう

努めている。【解釈指針７－１－１－４】 

【解釈指針７－１－１－３】該当なし 
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基準７－１－２ 

各法科大学院の目的及び教育課程上の成果を実現する上で，教員と学生と

のコミュニケーションを十分に図ることができるよう，学習相談，助言体制

の整備がなされていること。  

 

 （基準７－１－２に係る状況） 

 

教員と学生とのコミュニケーションを十分に図る目的で，クラス担任の設置，オフィ

スアワーの設定及びクラスアワーの設定を行っている。 

（１）本法科大学院では，クラス担任制を設置している（１クラス20人で２クラス設置

する。各クラス研究者教員と実務家教員の２人で担当する）。なお，平成21年度入学

者は17名で，原級留置者１名を含めて10人と８人の２クラスを設置している。クラ

ス担当教員は，３年一貫，持ち上がり方式であり，これによってきめ細かで首尾一

貫した指導を行うこととしている。また，実務家教員をクラス担当教員に配置する

ことによって，早期から職業意識を持たせ，将来の進路を明確に意識させる効果が

期待される。【解釈指針７－１－２－２】 

（２）また，オフィスアワーを設定し，個別の学習相談に応じている。オフィスアワー

の日時及び面談の予約の方法等については，掲示によって通知するほか，オンライ

ンの学習支援システム上にも掲載し，学生への周知を図っている。【解釈指針７－１

－２－１】≪添付資料17：オフィスアワー実施状況≫ 

（３）さらに，平成18年４月以降，クラスアワーを開設している。クラスアワーとは，

学生からの質問等に教員が単独又は複数で講義室において対応するもので，研究室

で個別的に対応する「オフィスアワー」とは別に，教員が教室において希望する学

生からの勉学上の相談や学習方法の質問等に積極的に答える等，教育効果の一層の

向上を図るものである。【解釈指針７－１－２－２】≪添付資料18：クラスアワーの

実施状況≫ 

（４）加えて，「法科大学院 意見・提案箱」を設置し，学生から，法科大学院について

の意見・提案などを受け付けている。寄せられた意見・提案は，学務委員会におい

て随時検討し，教育活動等に反映させる体制をとっている。【解釈指針７－１－２－

２】≪添付資料５：学生便覧 54頁（意見箱・提案箱）≫ 

（５）専用講義室，演習室，教員の個人研究室のほか，自習室棟にラウンジを設ける等，

内容や人数に応じた相応の施設を用い，学習相談・助言を行う体制の整備がなされ

ている。 

   なお，教員の各研究室には，面談も可能な机や椅子が置かれている。【解釈指針７

－１－２－２】 
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基準７－１－３ 

 各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること。  

 

 （基準７－１－３に係る状況） 

 

本法科大学院には，ティーチング・アシスタントなどの教育補助者は配置していない

が，長野県弁護士会所属の弁護士が個別の質問に応じるなど学習支援を行っており，さ

らに，充実させるために質問相談メーリングリストを作成し，メール上で相談ができる

システムを作り組織的な指導体制を整えつつある。また，教育研究補助に必要な資質及

び能力を有する事務補佐員を１名配置して教材の作成，複写等の学習支援を行っている。 

また，勉学資料コンサルティング，リファレンス業務について，現在信州大学経済学

部と共有の資料室に法律，経済の図書について詳しい事務補佐員２名を配属し，適宜学

生の相談に応じている。≪資料：事務組織図≫ 

 

資料：事務組織図 
 

事 務 組 織 図 

 

 

【 総務係（総務グル－プ） 】  

 《 総務 ユニット》 

    （主   査）   総括 

    （主   査）   規程・任免・給与・労務・研究推進 

    （主   任）   予算管理・物品購入 

    （事務補佐員）   旅行命令・光熱水料 

    （事務補佐員）   文書受付発送・郵便物・自動車入構カ－ド管理

    （事務補佐員）   共済組合・福利厚生・研究推進 

【 法科大学院係（法科大学院グル-プ） 】 

    （主   査）   総括 

    （係   員）   法科大学院学務関係業務全般 

    （事務補佐員）   法科大学院関係業務全般補助 

経済学部 副学部長（事務担当） 

【 研究室事務室 】 

    （事務補佐員）   教育研究補助 

【 資料室 】 

    （事務補佐員）２名  図書事務 
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 ７－２ 生活支援等 

 

基準７－２－１ 

 学生が在学期間中に法科大学院の課程の履修に専念できるよう，学生の経

済的支援及び修学や学生生活に関する相談・助言，支援体制の整備に努めて

いること。 

 

 （基準７－２－１に係る状況） 

 

学生の経済的支援策として，入学料・授業料の全額免除・半額免除・徴収猶予制度，

日本学生支援機構による奨学金制度が利用できる他，各種奨学基金に関しても，適宜学

生に紹介する体制をとっている。また，八十二銀行，長野銀行の協力のもと，法科大学

院在籍の学生専用に，低利で返済条件等に関しても優遇した学生修学支援ローンを，各

銀行において用意しており，年度当初の開講式・ガイダンスにおいて各行担当者より学

生に対して周知している。【解釈指針７－２－１－１】≪添付資料１：パンフレット 12

頁，添付資料２：学生募集案内 ８頁，添付資料５：学生便覧 53・54頁，添付資料28：

長野銀行，八十二銀行の教育ローンチラシ，添付資料38：学生の経済的支援の状況，資

料：信州大学大学院学則（抜粋）≫ 

修学や学生生活面の支援として，学務委員のほかに基準７－１－２に係る状況におい

て既述したように，各学年を２クラスに分けて，それぞれのクラスに３年間持ち上がり

のクラス担任２人（研究者教員１人，実務家（弁護士）教員１人）を定めている。修学

面のみならず各種生活面や健康面などの学生生活全般において生ずる問題等の相談・助

言に関しては，学務委員及びクラス担任を窓口として対応することにし，学生がより相

談しやすい恒常的な体制を構築している。 

また，ハラスメント，アカデミック・ハラスメント，パワー・ハラスメント等につい

ては，全学的な組織である信州大学イコール・パートナーシップ委員会ハラスメント相

談員に直接相談することもできる。【解釈指針７－２－１－２】≪添付資料５：学生便覧 

56頁≫ 

 

資料：信州大学大学院学則（抜粋） 

   信州大学大学院学則（抜粋） 

 

   第17章 授業料，入学料，検定料及び寄宿料 

 （授業料等） 

第88条 授業料，入学料，検定料及び寄宿料の額並びに徴収方法は，別に定める。 

 （退学等の場合の授業料） 

第89条 退学若しくは転学する者又は退学を命ぜられた者は，その期の授業料を納付しなけ

ればならない。 

２ 停学を命ぜられた者は，その期間中の授業料を納付しなければならない。 

３ 授業料，入学料，検定料及び寄宿料の徴収に関し必要な事項は，別に定める。 

 （入学料，授業料及び寄宿料の免除及び徴収猶予） 

第90条 経済的理由によって納付が困難であり，かつ，学業優秀と認める場合又はその他や

むを得ない事情があると認められる場合は，入学料，授業料及び寄宿料の全部若しくは一
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部を免除し，又は徴収を猶予することがある。 

２ 前項に定めるもののほか，学業及び人物共に特に優秀と認められる場合は，後期分の授

業料の全部を免除することがある。 

３ 入学料，授業料及び寄宿料の免除及び徴収の猶予に関し必要な事項は，別に定める。 

 （既納の授業料等） 

第91条 納付した授業料，入学料，検定料及び寄宿料は，返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号の一に該当する場合には，納付した者の申出により，

当該各号に定める額を返還する。 

一 入学を許可されたとき納付した授業料であって，３月31日までに入学を辞退した場合

における当該授業料相当額 

二 前期分授業料徴収の際，後期分授業料を併せて納付した者が，後期分授業料の徴収時

期前に休学又は退学した場合における後期分授業料相当額 

 三 前期分授業料徴収の際，後期分授業料を併せて納付した者が，前条第２項の規定に基

づき後期分授業料の全部を免除された場合における当該免除された後期分授業料相当

額 

 （科目等履修生，研究生等の授業料等） 

第92条 科目等履修生，研究生及び聴講生の検定料，入学料及び授業料の額は，別に定める

額とする。 
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 ７－３ 障害のある学生に対する支援 

 

基準７－３－１ 

 身体に障害のある者に対しても，受験の機会を確保するとともに，身体に

障害のある学生について，施設及び設備の充実を含めて，学習や生活上の支

援体制の整備に努めていること。 

 

（基準７－３－１に係る状況） 

 

身体に障害のある学生に対しても受験の機会を確保するため，学校教育法施行令第22

条の３の規定に準拠して，事前の相談に基づいて，障害の程度及び学生固有の事情を適

宜考慮に入れ，受験上特別な配慮を行う体制をとっている。 

なお，平成18年度入学者選抜試験において，視力に障害のある受験生の事前相談に基

づき，①拡大鏡の持参使用，②試験時間の延長（通常の1.3倍），③別室受験を許可した

事例がある。【解釈指針７－３－１－１】≪添付資料２：学生募集案内 ８頁≫ 

 本法科大学院は，信州大学旭キャンパスの経済学部棟を中心とする既存施設を利用し

ていることから，大学全体の環境支援体制に依拠している。具体的には，法科大学院生

が利用する施設において，エレベーターには点字案内が付され，主たる通路には誘導用

点字ブロックが設置されている。また，学生が使用する玄関には，車椅子の学生のため

のスロープが敷設されている。車椅子の学生が利用できるトイレも設置されている。各

教室・演習室も，車椅子の学生に対応できるよう段差の無いバリアフリーの施設となっ

ている。このように，身体に障害のある学生が修学することを前提とした基本的な施設・

設備の充実を随時図っている。【解釈指針７－３－１－２】≪添付資料29：関係施設見取

図及びバリアフリーマップ≫ 

 修学上必要とされる特別な措置はそれぞれニーズが異なるため，その都度，適切かつ

十分な対応を採り得る支援体制を整えるよう努めている。 

なお，現在，支援体制を必要とする学生は在籍していない。【解釈指針７－３－１－３】

≪添付資料30：教授会報告資料≫ 
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 ７－４ 職業支援（キャリア支援） 

 

基準７－４－１ 

 学生支援の一環として，学生がその能力及び適性，志望に応じて，主体的に

進路を選択できるように，必要な情報の収集・管理・提供，ガイダンス，指導，

助言に努めていること。 

 

 （基準７－４－１に係る状況） 

 

 平成17年度第１学期より，１学年あたり，１クラス20人で構成される２クラスを設定

し，それぞれのクラスに担任の教員を置き（各クラスに研究者教員１名と実務家教員１

名），各人の進路指導等の個別対応は，このクラス担任を主たる窓口として行い，懇切丁

寧な指導・相談を図っている。とくにクラス担任に実務家教員１名を配置することで実

際の職業経験に基づく進路指導が可能となっている。具体的には，個別の学習相談によ

って，将来の進路選択を見据えた指導を行っているほか，「ロークリニック」の授業を通

じて，長野県弁護士会から推薦された法律事務所及び長野地方検察庁松本支部でのエク

スターンシップを企画し，弁護士の仕事の内容や事務所経営の諸問題などの情報を積極

的に提供している。【解釈指針７－４－１－１】≪添付資料４：2009年度シラバス 55頁

（ロークリニック）≫ 

 また，上記の恒常的な体制とは別に，長野県弁護士会所属の弁護士を中心として進路

選択に必要な情報を提供するためのガイダンスを適宜実施している。≪資料：法律事務

所訪問報告書≫なお，信州大学として大学院の就職支援も含む学生の進路に関する情報

提供を行う，キャリア・サポートセンター（就職支援室）が設置され，本法科大学院の

学生も常勤カウンセラーによる就職相談等を利用している。≪添付資料29：関係施設見

取図及びバリアフリーマップ≫ 

 

資料：法律事務所訪問報告書 

報 告 書 

 

                     信州大学ロースクールバックアップ委員会 

委員 弁護士

 

事 項  法律事務所訪問 

日 時  平成２１年４月１３日月曜日 午後６時～１０時 

対 象    松本市内の法律事務所（安藤法律事務所、神戸法律事務所） 

参加者  信州大学法科大学院１年生１５名、弁護士６名 

内 容   

 １ １年生を対象として、法律事務所２カ所を訪問し、各所において所属弁護士が弁護士の仕事内

容及び生活等について説明を行った。  
   その後、法律事務所における業務等について質疑応答が行われた。 

 ２ その後７時３０分より、信州大学ロースクールバックアップ委員会委員を中心とする弁護士６

名が参加して、懇親会を開催し、その場でも弁護士業務などについて質疑応答がなされ、進路相

談・指導等もなされた。  
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

 基準７－１－２，基準７－１－３において，本法科大学院は比較的小規模の大学院で

あり，学生数が比較的少ないため，各教員が授業外でもオフィスアワーやクラスアワー

などを利用して個々の学生に対してきめ細かな学習支援を行うことができる点で優れて

いる。 

 なお，基準７－１－３に記載の資料室の職員は，法律図書専門の職員ではない。法律

図書専門の職員を配置することについては信州大学全体の人的物的資源の協力関係の下

にその実現性についてさらに検討する。 
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第８章 教員組織  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ８－１ 教員の資格と評価 

 

基準８－１－１ 

 研究科及び専攻の種類及び規模に応じ，教育上必要な教員が置かれている

こと。 

 

 （基準８－１－１に係る状況） 

 

 本法科大学院では，法曹法務コースとして３年コースのみ入学者定員 40 名の受け入れ

を行っている（平成 18 年度，平成 19 年度，平成 20 年度及び平成 21 年度入試において

は，募集人員を 30 名として実施した）。現在，84 名が在籍している。このような規模に

応じて，本法科大学院では，専任教員 15 名，非常勤教員 28 名を配置している。≪別紙

２（別紙様式３）教員一覧 教員分類別内訳≫ 

 上記教員のうち，専任教員 15 名については，最近５年間における教育上又は研究上の

業績等において，その担当する専門分野について，教育上の経歴や経験，理論と実務を

架橋する法学専門教育を行うために必要な高度の教育上の指導能力を有するものと認め

られる。また，非常勤教員についても，現職，年齢等に照らして，同基準を満たすもの

と認められる。≪別紙２（別紙様式３）教員一覧・教員分類別内訳≫ 

 以上の事項を示す資料は，自己点検・評価報告書，ホームページにて公表している。【解

釈指針８－１－１－１】≪添付資料31：信州大学法科大学院自己点検・評価報告書/外部

評価報告書≫≪添付資料３：ホームページ≫ 



信州大学大学院法曹法務研究科法曹法務専攻 第８章     

 - 63 -

  

基準８－１－２ 

 基準８－１－１に規定する教員のうち，次の各号のいずれかに該当し，か

つ，その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められ

る者が，専任教員として専攻ごとに置かれていること。  

（１）専攻分野について，教育上又は研究上の業績を有する者  

（２）専攻分野について，高度の技術・技能を有する者  

（３）専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有する者 

 

（基準８－１－２に係る状況） 

 

 基準８－１－１に規定する教員のうち，下記実務家教員を除く研究者教員10名につい

ては，最近５年間における教育上又は研究上の業績等から，（１）専攻分野について，教

育上又は研究上の業績を有する者に該当し，かつ，その担当する専門分野について法学

専門教育を行うために必要な高度の教育上の指導能力を有する者と認められる。また，

実務家教員５名（弁護士３名，企業法務経験者でニューヨーク州弁護士資格を有する教

員１名，弁護士経験者１名）については，最近５年間における教育上又は研究上の業績，

及びその専門的知識を生かした学外での公的活動等から，（３）専攻分野について，特に

優れた知識及び経験を有する者に該当し，かつ，その担当する専門分野に関し高度の教

育上の指導能力があると認められる。この事項を示す資料は，本法科大学院ホームペー

ジにて公表している。【解釈指針８－１－１・２－１】≪添付資料３：ホームページ≫ 

 上記の専門的知識を生かした学外の公的活動等についても本法科大学院ホームページ

に公開している。【解釈指針８－１－２－２】≪添付資料３：ホームページ≫ 
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基準８－１－３ 

 教員の採用及び昇任に関し，教員の教育上の指導能力等を適切に評価する

ための体制が整備されていること。  

 

 （基準８－１－３に係る状況） 

 

 専任教員の採用及び昇任，ならびに非常勤講師の採用にあたっては，教員の教育上の

指導能力等を適切に評価するため，研究上及び教育上の業績について厳格な審査を行う

以下の体制を整備している。信州大学大学院法曹法務研究科教員人事内規第３条は，「本

研究科教授会は，信州大学大学院法曹法務研究科教授会規程第３条第３号に基づき，教

授，准教授及び専任講師の採用及び昇進を審議するために人事教授会を開催する。」と定

め，同内規第６条は「人事教授会は，第５条の審議に基づき人事委員会を設置する。」と

定めている。そして，人事委員会で採用候補者又は昇進候補者を審議決定し，その内容

を人事教授会（平成17年以前の開学前にあっては信州大学法科大学院準備教授会）に報

告し，人事教授会ではその報告に基づき候補採用者又は昇進候補者を審議決定している。 

 なお，非常勤講師については学務委員会において候補者を決定する（信州大学大学院

法曹法務研究科非常勤講師選考内規第３条及び第５条） 

 

 

≪添付資料39：教員選考関係規則等（信州大学大学院法曹法務研究科教員採用及び昇進

基準，信州大学大学院法曹法務研究科非常勤講師選考内規，信州大学教員選考基準，信

州大学大学院法曹法務研究科教員人事内規，信州大学教員選考手続/同申合せ）≫ 

 また，上記採用及び昇進基準第２条及び第３条に掲げる研究業績に関し，特に，この

研究紀要に論説を掲載する場合には外部有識者による査読制を取り入れ，極めて質の高

い研究論文の確保に繋げている。教員の教育上の指導能力等を公正適切に量る体制の実

効性確保に努めている。≪添付資料40：信州大学大学院法曹法務研究科「紀要」・「スタ

ッフペーパー」投稿内規≫ 
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 ８－２ 専任教員の配置と構成 

 

基準８－２－１ 

 法科大学院には，専攻ごとに，平成１１年文部省告示第１７５号の別表第一

及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導教員の数の１ .５倍の数

（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，同告示の第２号，

別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を

加えた数の専任教員を置くとともに，同告示の別表第三に定める修士課程を担

当する研究指導教員１人当たりの学生の収容定員に４分の３を乗じて算出さ

れる収容定員の数（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）に

つき１人の専任教員が置かれていること。  

 

 （基準８－２－１に係る状況） 

 

 本法科大学院では，平成11年文部省告示第175号の別表第一及び別表第二に定める修士

課程を担当する研究指導教員の数の1.5倍の数に，同告示の第２号，別表第一及び別表第

二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を加えた数を算出すると12名とな

る。法曹法務研究科（法曹法務専攻）では，上記基準を上回る専任教員15名を置いてい

る。【解釈指針８－２－１－５】また，同告示の別表第三に定める修士課程を担当する研

究指導教員１人当たりの学生の収容定員に４分の３を乗じて算出される収容定員の数は

15名となる。本法科大学院の在籍学生は84名であり，これを専任教員の人数15名で除し

た数値から，６（5.6）人につき１人の専任教員を置いている。 

 専任教員の構成は，教授13名，准教授２名から成り，教授の数が平成11年文部省告示

第175号で定められている教員の数（12名）の半数（６名）以上となっている。【解釈指

針８－２－１－２】≪別紙２（別紙様式３）教員一覧 教員分類別内訳≫ 

 なお，本法科大学院は，１専攻のみを置いているため，上記教員は１専攻に限り専任

教員として取り扱われている。【解釈指針８－２－１－１】≪添付資料14：信州大学大学

院学則 第５条≫ 

 法律基本科目（憲法，行政法，民法，商法，民事訴訟法，刑法，刑事訴訟法）につい

ては，研究上又は教育上の業績等から鑑みて，いずれも当該科目を適切に指導できる専

任教員が置かれている。【解釈指針８－２－１－３】 
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基準８－２－２ 

 専任教員の科目別配置等のバランスが適正であること。  

 

 （基準８－２－２に係る状況） 

 

 本法科大学院では，法律基本科目，法律実務基礎科目，基礎法学・隣接科目及び展開・

先端科目において，専任教員をそれぞれに偏りなく配置している。基礎法学・隣接科目

及び展開・先端科目では，地域の経済・社会・行政に貢献できる法曹を養成するために，

研究上又は教育上の業績を有する研究者教員，及び法曹界・経済界・行政分野等に渡り

多様な経験を有し専門的知見を有する実務家教員を，適材適所に配置している。【解釈指

針８－２－２－１】≪別紙２（別紙様式３）教員一覧 教員分類別内訳≫ 

 また，専任教員の年齢構成は，30代１名，40代６名，50代５名，60代０名，70代３名

となっており，年齢構成に極端な偏りはない。【解釈指針８－２－２－２】≪別紙２（別

紙様式３）教員一覧 教員分類別内訳≫ 
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 ８－３ 実務経験と高度な実務能力を有する教員 

 

基準８－３－１ 

 基準８－２－１に規定する専任教員の数のおおむね２割以上は，専攻分野

におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を

有する者であること。  

 

 （基準８－３－１に係る状況） 

 

 本法科大学院では，基準８－２－１に規定する専任教員の数の２割にあたる人数は３

名となり，これを超える５名を，実務経験と高度な実務能力を有する教員として置いて

いる。これらの教員は，専攻分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し，かつ，

高度の実務の能力を有する者であることが認められる。当該教員は，本法科大学院の教

育理念に従って配置された法律実務基礎科目，展開・先端科目を中心に科目を担当して

おり，各々の科目は，当該教員の実務経験と関連が認められる。【解釈指針８－３－１－

１】≪別紙２（別紙様式３）教員一覧 教員分類別内訳≫ 

 また，本法科大学院では，基準８－３－１に規定する教員の数に３分の２を乗じて算

出される数は２名となり，この範囲内については，専任教員以外の者（実務家みなし専

任教員）を充てることができる。本法科大学院では，該当する２名の教員について，１

年につき６単位以上の授業科目を担当し，かつ，教育課程の編成その他の法科大学院の

組織の運営について責任を担う者であることが認められる。【解釈指針８－３－１－２】

≪別紙２（別紙様式３）教員一覧 教員分類別内訳，添付資料25：委員会等組織図，委員

会担当事項，添付資料41：信州大学大学院法曹法務研究科教授会規程，添付資料26：信

州大学大学院法曹法務研究科執行体制に関する内規≫ 
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基準８－３－２ 

 基準８－３－１に規定する実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を

有する専任教員の少なくとも３分の２は，法曹としての実務の経験を有する

者であること。  

 

 （基準８－３－２に係る状況） 

 

 本法科大学院では，基準８－３－１に規定する教員の数に３分の２を乗じて算出され

る数は２名となる。本法科大学院では、法曹としての実務の経験を有する者として実務

家教員５名（弁護士３名，企業法務経験者でニューヨーク州弁護士資格を有する教員１

名，弁護士経験者１名）を置いている。≪別紙２（別紙様式３）教員一覧 教員分類別

内訳≫ 
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 ８－４ 専任教員の担当授業科目の比率 

 

基準８－４－１ 

 各法科大学院における教育上主要と認められる授業科目については，原則

として，専任教員が配置されていること。 

 

 （基準８－４－１に係る状況） 

 

 本法科大学院では，法律基本科目のうち，憲法，行政法，民法，商法，民事訴訟法，

刑法，刑事訴訟法に関する科目に加え，労働法を，教育上主要と認められる科目と位置

付けている。これらの具体的な科目名称は「統治の基本構造」「基本的人権の基礎」「行

政法概説」「公法総合１」「公法総合２」「公法総合３」「行政救済総合」「民法１」「民法

２」「民法３」「民法４」「民法５」「民法６」「民法７」「民法入門演習」「民商法総合演習

１」「民商法総合演習２」「商法１」「商法２」「商法３」「商法４」「民事訴訟法１」「民事

訴訟法２」「民事訴訟法総合演習」「刑法１」「刑法２」「刑事訴訟法１」「刑事訴訟法２」

「刑法演習」「刑事訴訟法演習」「刑事法総合演習」「労働法１」「労働法２」である。こ

のうち、必修科目は28科目29クラスであり、その全てを専任教員が担当している。以上

から，教育上主要と認められる授業科目のうちの必修科目の７割以上が専任教員によっ

て担当されていることが認められる。【解釈指針８－４－１－１】≪別紙２（別紙様式１）

開講授業科目一覧≫ 

なお，上記のうち，専任教員と非常勤教員が共同で担当する授業科目については，担

当専任教員が，その授業科目全体の教育内容の決定，運営，成績評価等について中核的

役割を担い責任を負う体制がとられている。≪別紙２（別紙様式１）開講授業科目一覧，

添付資料４：2009年度シラバス 188頁≫ 

 



信州大学大学院法曹法務研究科法曹法務専攻 第８章     

 - 70 -

 ８－５ 教員の教育研究環境 

 

基準８－５－１ 

 法科大学院の教員の授業負担は，年度ごとに，適正な範囲内にとどめられ

ていること。 

 

 （基準８－５－１に係る状況） 

 

 本法科大学院では，教育の質を維持するために各専任教員の授業負担が過度に重くな

らないように十分配慮されている。具体的には，他研究科，他学部等を通じて，専任教

員の授業負担は，年間授業単位数で20単位を超える者はない。このように，各教員の授

業負担は，適正な範囲内にとどめられており，教育の質を維持し，双方向的又は多方向

的授業を真摯に熱意を持って取り組むための十分な保障が図られている。【解釈指針８－

５－１－１】≪別紙２（別紙様式３）教員一覧・教員分類別内訳，添付資料32：教員の

身分・兼業関係≫ 
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基準８－５－２  

法科大学院の専任教員には，その教育上，研究上及び管理運営上の業績に

応じて，数年ごとに相当の研究専念期間が与えられるよう努めていること。  

 

 （基準８－５－２に係る状況） 

 

 本法科大学院では，現時点において，サバティカル等の研究休暇制度は確立していな

いが，「国立大学法人信州大学サバティカル・リーブ等制度基本方針」及び「信州大学サ

バティカル・リーブ実施要項」が策定されており,これを受け，本法科大学院においても

今後，積極的に教員の短期・長期の研修機会を設ける方向で検討している。<<添付資料

37：国立大学法人信州大学サバティカル・リーブ等制度基本方針及び信州大学サバティ

カル・リーブ実施要項>> 
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基準８－５－３ 

 法科大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため，必要な資

質及び能力を有する職員が適切に置かれていること。  

 

 （基準８－５－３に係る状況） 

 

 本法科大学院では，専任教員の教育上及び研究上の職務を補助する職員（いわゆるテ

ィーチング・アシスタントに相当する者）を置いてはいないが，教育研究補助に必要な

資質及び能力を有する事務補佐員を１名配置して教材の作成，複写等教育上の補助及び

文献複写等研究上のアシスタントを行っている。また，勉学資料コンサルティング，リ

ファレンス業務について，現在信州大学経済学部と共有の資料室に法律，経済の図書に

ついて詳しい事務補佐員２名を配属し，適宜学生の相談に応ずるとともに，本法科大学

院教員の研究用図書及び自習室等の図書の管理及び整理を行っている。<≪資料：事務組

織図≫ 

 

資料：事務組織図 
 

事 務 組 織 図 

 

 

【 総務係（総務グル－プ） 】  

 《 総務 ユニット》 

    （主   査）   総括 

    （主   査）   規程・任免・給与・労務・研究推進 

    （主   任）   予算管理・物品購入 

    （事務補佐員）   旅行命令・光熱水料 

    （事務補佐員）   文書受付発送・郵便物・自動車入構カ－ド管理

    （事務補佐員）   共済組合・福利厚生・研究推進 

【 法科大学院係（法科大学院グル-プ） 】 

    （主   査）   総括 

    （係   員）   法科大学院学務関係業務全般 

    （事務補佐員）   法科大学院関係業務全般補助 

経済学部 副学部長（事務担当） 

【 研究室事務室 】 

    （事務補佐員）   教育研究補助 

【 資料室 】 

    （事務補佐員）２名  図書事務 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

 基準８－２－１において，優れた点として，本法科大学院では，在籍学生が小規模で

あるのに比し，専任教員として基準を上回る教員数を配置している。このため，担当科

目の授業においても，学生個人の能力に目が行き届き，かつ学生の意見をダイレクトに

聴く機会に恵まれており，このことが一層の教育効果に結びついている。 

 また，人員比のみならず，教員相互における意思の疎通も容易であり，教員が互いの

教育上及び研究上の情報を把握し，教育体制及び研究活動の支援体制の改善について，

柔軟かつ機動的に対処をしている。 

 加えて，基準８－５－１についても，各専任教員の授業負担が過度に重くならないよ

う配慮されており，個々の教員が教育の質を維持するよう十分努められる環境となって

いる。 

 このことから，実質的にも専門的高度かつ親身な指導を実現できる教員組織体制とな

っているとの利点がある。 

 他方，基準８－５－２について，専任教員に相当の研究専念期間が与えられるよう実

現へ向けて，今後も協議を重ねる必要がある。 

 



信州大学大学院法曹法務研究科法曹法務専攻 第９章     

 - 74 -

第９章 管理運営等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 ９－１ 管理運営の独自性 

 

基準９－１－１ 

 法科大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独自の

運営の仕組みを有していること。 

 

 （基準９－１－１に係る状況） 

 

 法科大学院に独自の組織として法曹法務研究科教授会（以下「研究科教授会」という。）

を設け，法科大学院の運営に関する重要事項を審議する仕組みを整えている。【解釈指針

９－１－１－１】 

 法科大学院には専任の長として研究科長を置いている。また，研究科教授会は，法曹

法務研究科教授会規程（以下「教授会規程」という。）により，研究科長，専任教員であ

る教授，みなし専任教員である教授及び常勤教員である准教授から構成されている。【解

釈指針９－１－１－２】 

 研究科教授会は，教授会規程により，教育課程の編成，学生の入学，修了その他その

在籍に関する事項及び学位に関する事項，研究科長及び教員の選考に関することその他

研究科の教育又は研究に関する重要事項について審議することが定められており，法科

大学院の運営に関する重要事項は，研究科教授会の審議に付される仕組みとなっている。

【解釈指針９－１－１－３】 

 また，教授会における審議をより有効なものとするとともに，教授会では審議しない

事項について専門的に処理し，法科大学院の円滑な運営を図る観点から，研究科長の下

に，FD・紀要委員会，学務委員会，コンプライアンス委員会，入試委員会，中期計画・

認証評価委員会，総務委員会及び国際交流委員会を置いている。さらに，研究科長の諮

問機関として外部評価委員会を設け，外部有識者の見解を法科大学院の運営に反映させ

る仕組みを整備している。 

 みなし専任教員は，教授会規程第２条の「研究科に在職する教授」に該当し，研究科

教授会の構成員であることが定められており，教授会への出席及び各委員会活動への参

加を通じて，専任教員と同様に，教育課程の編成を含む法科大学院の運営について責任

を有している。【解釈指針９－１－１－４】≪添付資料42：信州大学大学院法曹法務研究

科規程，添付資料41：信州大学大学院法曹法務研究科教授会規程≫≪別紙２（別紙様式

３）教員一覧・教員分類別内訳，添付資料25：委員会等組織図，委員会担当事項≫ 
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基準９－１－２ 

 法科大学院の管理運営を行うために適切な事務体制が整備され，職員が適

切に置かれていること。 

 

 （基準９－１－２に係る状況） 

 

法学部を持たない組織として平成17年度に発足した本法科大学院には，独立した事務

組織が存在せず，事務部門は，法科大学院設立の際の母体となった経済学部の中に置か

れている。 

具体的には，経済学部事務部門の中に，法科大学院係（専任２名，非常勤１名）を設

け，学務事項等の法科大学院の事務を坦当している。加えて，専任の経済学部副学部長

（事務担当）が，法科大学院及び経済学部の事務を統括し，経済学部総務係（専任３名，

非常勤３名）が，法科大学院及び経済学部の総務・庶務事項を担当している。【解釈指針

９－１－２－１】≪資料：事務組織図≫ 

国立大学法人として人件費削減を始めとする経営の効率化や体制のスリム化が求めら

れる中において，法科大学院係は，小規模な体制ではあるが，学内外の各種研修会への

参加，放送大学の科目履修生制度の利用等によって各自が能力の向上を図っている。【解

釈指針９－１－２－２】 

国立大学法人全体として人員の増加については厳しい見通しであることに変わりはな

いが，そのような状況を踏まえつつも，法科大学院としてどのように適切な事務体制を

整備し，職員の能力向上を図っていくかは，今後の検討課題であると認識している。 
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資料：事務組織図 
 

事 務 組 織 図 

 

【 総務係（総務グル－プ） 】  

 《 総務 ユニット》 

    （主   査）   総括 

    （主   査）   規程・任免・給与・労務・研究推進 

    （主   任）   予算管理・物品購入 

    （事務補佐員）   旅行命令・光熱水料 

    （事務補佐員）   文書受付発送・郵便物・自動車入構カ－ド管理

    （事務補佐員）   共済組合・福利厚生・研究推進 

【 法科大学院係（法科大学院グル-プ） 】 

    （主   査）   総括 

    （係   員）   法科大学院学務関係業務全般 

    （事務補佐員）   法科大学院関係業務全般補助 

経済学部 副学部長（事務担当） 

【 研究室事務室 】 

    （事務補佐員）   教育研究補助 

【 資料室 】 

    （事務補佐員）２名  図書事務 
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基準９－１－３ 

 法科大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい十分な

財政的基礎を有していること。 

 

 （基準９－１－３に係る状況） 

 

本法科大学院の運営に要する経費のうち，人件費については，全学の人件費の中で管

理され，必要金額が確保されている。 

また，物件費については，全学の教育・研究経費の予算から一定の基準に基づいて各

部局に配分される金額（以下「当初配分額」という。）が基準となる。 

 この当初配分額に加え，本法科大学院の設立初年度である平成17年度については，設

備や図書などの購入に充てるための特別教育研究経費が手当てされた。 

 この他年度途中で予測困難な事情により発生した費用については，その都度，臨時経

費として請求し，財政事情が許す範囲内で措置されている。 

 この結果，平成17年度は，図書等充実，紀要出版費，本法科大学院ホームページ及び

パンフレット作成費，入試関係経費等の措置を行い，講義室，空調設備等の整備，学生

の教育等に使用するデータベースの導入，模擬法廷セット，講義机，椅子，パーソナル

コンピュータ，プリンタ，複写機，学生用ロッカー等の設置，教員，学生受入れのため

の充実を図った。 

 また，平成18年度は，学生のための講義室・自習室（本法科大学院自習室棟）を建設

し，講義室の机，椅子，ホワイトボード，液晶プロジェクター等を増設し，24時間出入

りができるようカード管理システムを整備した。また，学生の自習学習のための自習用

机・椅子，パーソナルコンピュータ，プリンタ，複写機等を増設し，夜間においても快

適な学習ができるようダイニングキッチン，食堂用テーブル，椅子，ロッカー等の設備

及び什器の整備を行った。 

 平成19年度及び平成20年度は，特に図書等の拡充及び法律実務実習指導の充実に対し

て重点的に予算を配分した。 

 昨今の国立大学法人を巡る財政状況は一層厳しさを増しており，今後もかかる傾向の

継続が予想される中で，平成21年度も，本法科大学院の教育活動等に対する学内の理解

を得て，財政的基盤の安定化を図ってきている。【解釈指針９－１－３－１】【解釈指針

９－１－３－２】≪添付資料33：平成17・18・19・20年度法曹法務研究科予算・決算資

料および平成21年度法曹法務研究科予算・部局配分資料≫ 

 本法科大学院の財政状況については，学長によって本法科大学院の意見を聴取する機

会が定期的に設けられており，それ以外にも，随時意見を聴取する体制が整っている。【解

釈指針９－１－３－３】≪添付資料43：学長ヒアリング説明要領≫ 
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 ９－２ 自己点検及び評価 

 

基準９－２－１ 

 法科大学院の教育水準の維持向上を図り，当該法科大学院の目的及び社会

的使命を達成するため，当該法科大学院における教育活動等の状況について，

自ら点検及び評価を行い，その結果を公表していること。  

 

 （基準９－２－１に係る状況） 

 

 本法科大学院は，当初の設置計画に基づき，平成17年度分の教育・研究実績について，

入試・教育・学生指導・学生支援・法令遵守・FD・研究等の諸項目を対象として，自己

点検評価を実施した。 

 自己評価点検報告書の作成は，中期計画・認証評価委員会が中心となって行われた。

その構成や内容につき検討を重ね，概要は以下のような内容となっている。 

目  次 

自己点検・評価報告書 

Ⅰ 現況と特徴                       

Ⅱ 目的                          

Ⅲ 章ごとの自己評価                    

第１章  教育目的                   

第２章  教育内容                   

第３章  教育方法                  

第４章  成績評価及び修了認定            

第５章  教育内容等の改善措置            

第６章  入学者選抜等                

第７章  学生の支援体制               

第８章  教員組織                  

第９章  管理運営等                 

第10章  施設，設備及び図書館等           

Ⅳ 専任教員の研究実績について              

Ⅴ 信州大学法科大学院の設置計画書に係る問題について   

   

外部評価報告書 

外部評価報告書                      

信州大学大学院法曹法務研究科外部評価委員会委員名簿    

 

 上記の内容を掲載した「信州大学法科大学院自己点検・評価報告書/外部評価報告書」

は，ホームページ上にてすでに公開済みである。 

≪添付資料31：信州大学法科大学院自己点検・評価報告書/外部評価報告書，添付資料３：

ホームページ≫ 
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基準９－２－２ 

 自己点検及び評価を行うに当たっては，その趣旨に則し適切な項目を設定

するとともに，適当な実施体制が整えられていること。 

 

 （基準９－２－２に係る状況） 

 

 本法科大学院では，設置計画に基づき，研究科内部に中期計画・認証評価委員会を設

置し，自己点検評価を行い，その成果を法曹教育に反映する体制を整備している。 

 自己点検評価の項目については，以下の10項目を設け，評価の視点とした。 

 

  １ 教育目的 

  ２ 教育内容 

  ３ 教育方法 

    ① 授業を行う学生数 

    ② 授業の方法 

    ③ 履修科目登録単位数の上限 

  ４ 成績評価及び修了認定 

    ① 成績評価 

    ② 修了認定及びその要件 

  ５ 教育内容等の改善措置 

  ６ 入学者選抜等 

    ① 入学者受入 

    ② 収容定員と在籍者数 

  ７ 学生の支援体制 

    ① 学習支援 

    ② 生活支援等 

    ③ 障害のある学生に対する支援 

    ④ 職業支援（キャリア支援） 

  ８ 教員組織 

    ① 教員の資格と評価 

    ② 専任教員の配置と構成 

    ③ 実務経験と高度な実務能力を有する教員 

    ④ 専任教員の担当科目の比率 

    ⑤ 教員の教育研究環境 

  ９ 管理運営等 

    ① 管理運営の独自性 

    ② 自己点検及び評価 

    ③ 情報の公表 

    ④ 情報の保管 

  10 施設，設備及び図書館等 
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    ① 施設の整備 

    ② 設備及び機器の整備 

    ③ 図書館の整備 

 

 自己点検及び評価を行うに当たっては，この評価目的をより十分に達成するために，

大学評価・学位授与機構の法科大学院認証評価に係る「自己点検評価実施要綱」の趣旨

を踏まえて，既に公表した報告書に掲げる具体的な項目（当該認証評価の「基準」に相

当する）を確認した。これによって，より包括的かつ厳格な自己点検・評価を実施する

ための体制を整備した。 

【解釈指針９－２－２－１】≪添付資料25：委員会等組織図，委員会担当事項，添付資

料26：信州大学大学院法曹法務研究科執行体制に関する内規≫ 
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基準９－２－３ 

 自己点検及び評価の結果を当該法科大学院の教育活動等の改善に活用する

ために，適当な体制が整えられていること。 

 

 （基準９－２－３に係る状況） 

 

 自己点検及び評価の結果明らかになった，教育・研究の改善すべき点に対し，適切な

措置を講じるよう自ら努めている。特に，法科大学院における教育の重要性に鑑みて，

FDチーム（FD・紀要委員会）・学務委員会とも密接に連携し，教員資質の向上，カリキュ

ラムの改訂等に努める体制を整えている。【解釈指針９－２－３－１】 

 具体的には，FDチーム（FD・紀要委員会）では，教育方法及び教員の教育能力の向上

等について，学務委員会では，成績評価，修了要件等について自己点検・評価の結果を

適切かつ迅速に活用して次年度に向けた目標を設定し，これを実施することにより，法

科大学院の教育活動等の改善を図っている。 

 以上の改善の方向性や結果については，教授会等を通じ，各種委員会及び各教員に周

知徹底され，上記の諸点に係る改善に活かされている。≪添付資料５：学生便覧，添付

資料４：2009年度シラバス，添付資料23：平成20年度以降におけるファカルティ・ディ

ベロップメントの実施状況≫ 
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基準９－２－４   

自己点検及び評価の結果について，当該法科大学院を置く大学の職員以外の

者による検証を行うよう努めていること。 

 

 （基準９－２－４に係る状況） 

 

 自己点検・評価を検証し，評価の客観性，透明性を確保するために，研究科長が委嘱

する５名の外部評価委員で構成する法科大学院外部評価委員会を設けた。 

 外部評価委員は，法科大学院の法学教育に見識を有する法律学の研究者２名，法科大

学院の法学教育に見識を有する法曹実務家２名，法科大学院の法学教育に見識を有する

者１名の５名によって構成される。【解釈指針９－２－４－１】 

 外部評価は，自己点検・評価の結果を効果的・実効的に検証するため，継続的な実施

体制を整備する。≪添付資料44：信州大学大学院法曹法務研究科外部評価委員会内規≫ 

 

 上記の法科大学院外部評価委員会は，平成18年７月に開催された。 

 なお，次回の外部評価は平成20年に行われる予定であったが，平成20年度は予備評価

の結果を検証・分析し，改善すべき点の対策を図った。このことをもって平成20年度に

行われる外部評価の目的は実質的に達成されている。 

 

 法科大学院外部評価委員会での検証の結果は，「信州大学法科大学院自己点検・評価報

告書/外部評価報告書」において纏められている。≪添付資料31：信州大学法科大学院自

己点検・評価報告書/外部評価報告書≫ 
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 ９－３ 情報の公表 

 

基準９－３－１ 

法科大学院における教育活動等の状況について，印刷物の刊行及びウェブサ

イトへの掲載等，広く社会に周知を図ることができる方法によって，積極的に

情報が提供されていること。  

 

 （基準９－３－１に係る状況） 

  

 法科大学院における教育活動等の状況については，法科大学院のパンフレット及び法

科大学院のホームページにおいて，公表されている。 

 パンフレットでは，「研究科長あいさつ」を掲げ，「教育の理念と目的・要請する法曹

像」，「アドミッション・ポリシー（入学者選抜方針）」を示した上で，「カリキュラムの

構成」，「開講科目一覧」，「カリキュラムの特色」，「時間割例」，「履修モデル」，「学修支

援」，「教員紹介」，「入学者選抜の概要」を説明し，教育体制や教育活動に関する基本的

な情報が社会に周知されるように努めている。≪添付資料１：パンフレット≫ 

 また，ホームページにおいては，パンフレットでは紙面の制約等から十分に提供でき

ない情報を幅広く適宜のタイミングで提供している。 

 第一に，新着情報を利用しタイムリーな情報提供を行っている。とりわけ，入学者選

抜試験や教員の異動，講演会の開催等に関する情報については，決定事項や実施内容を

迅速に外部に提供するための手段として，ホームページにおける新着情報の掲載という

伝達手段を活用している。 

 第二に，法科大学院内の各活動分野における提供情報の拡大に努めている。入学者選

抜試験に関しては，説明会の日程や過去の入試問題，パンフレットを新たに掲載し情報

量を増大させているほか，入学者選抜試験及びカリキュラムについては，Q&Aのページを

新設し，これまで外部から照会のあった基本的な質問事項に対して一般的な回答を作

成・掲載し，ホームページ閲覧者の参考に供することとした。また，平成19年度入学者

選抜以降，閲覧者が学生募集案内を請求できるページを新設することで，従来煩瑣であ

った学生募集案内関連の事務を合理化・省力化させることに貢献してきた。なお，キャ

ンパスライフサポートというページを新設し，法科大学院生が学生生活を営むに当たっ

て必要な住居，生活環境面の情報も提供するよう努めている。 

 第三に，教員の対談等をとおして，法科大学院教育の役割や具体的な講義等のイメー

ジを提供したり，平成19年３月に完成した法科大学院自習室棟の内部の写真を掲載し，

学習環境にかかる情報を視覚的にも伝達するなど，情報伝達のあり方にも随時工夫を重

ねてきたつもりである。≪添付資料３：ホームページ≫ 

 こうしたパンフレットやホームページを通じた情報発信に止まらず，６月以降，複数

の法科大学院が参加する合同説明会や，本法科大学院が単独で開催する個別説明会を通

じて，志願者をはじめとする外部に対して，入学者選抜試験，教育体制・カリキュラム

等のテーマを中心に説明を行い，直接的な情報提供にも努めている。とりわけ，平成22

年度入学者選抜においては，東京，松本，名古屋，大阪及び札幌で説明会を開催する予

定である。≪資料：平成22年度入試説明会の概要≫ 
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資料：平成22年度入試説明会の概要 

開催日 開催場所 概要 配布資料 

6月27日（土） 愛知県・名古屋市 

（明治安田生命名古屋ビル） 

中日新聞社主催の合同説

明会 

学生募集案内 

パンフレット 

7月 5日（日） 東京都・高田馬場 

（辰巳法律研究所東京本校） 

辰巳法律研究所主催の合

同説明会 

同上 

7月 5日（日） 北海道・札幌市（Wセミナー札

幌校） 

Wセミナー主催の合同説

明会 

同上 

7月11日（土） 大阪府・大阪市 

（辰巳法律研究所大阪本校） 

辰巳法律研究所主催の合

同説明会 

同上 

7月12日（日） 愛知県・名古屋市（辰巳法律研

究所名古屋本校） 

辰巳法律研究所主催の合

同説明会 

同上 

7月19日（日） 長野県・松本市（信州大学

法科大学院） 

本 法 科 大 学 院 主 催 の

個別説明会 

同上 

8月 8日（土） 長野県・松本市（信州大学

法科大学院） 

本 法 科 大 学 院 主 催 の

個別説明会 

同上 

                              「法科大学院ホームページ」より 

                    http://www.law.shinshu-u.ac.jp/exam_schedule.html 
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基準９－３－２ 

 法科大学院の教育活動等に関する重要事項を記載した文書を，毎年度，公

表していること。 

 

 （基準９－３－２に係る状況） 

 

 法科大学院の教育活動等に関する重要事項については，法科大学院のパンフレット，

学生募集案内，信州大学及び法科大学院のホームページにおいて，公表されている。 

【解釈指針９－３－２－１】≪資料：各項目の公表状況の一覧≫≪添付資料１：パンフ

レット，添付資料３：ホームページ≫ 

 

資料：各項目の公表状況の一覧 

 パンフレット 学生募集案内 ホームページ 

設置者   ○ 

教育上の基本組織 ○  ○ 

所在地 ○ ○ ○ 

教育の理念・目的，法曹像 ○  ○ 

教員組織 ○  ○ 

学生数の状況   ○ 

入学者選抜 ○ ○ ○ 

教育課程及び教育方法 ○  ○ 

成績評価及び課程の修了   ○ 

学費及び奨学金等の学生支援制度 △（奨学金等学生

支援制度） 

△（学費のみ） ○ 

修了者の進路及び活動状況   ○ 
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 ９－４ 情報の保管 

 

基準９－４－１ 

 評価の基礎となる情報について，適宜，調査及び収集を行い，適切な方法

で保管されていること。 

 

 （基準９－４－１に係る状況） 

 

 自己点検評価書及び法科大学院のパンフレットについては，法科大学院事務室におい

て，保管する。【解釈指針９－４－１－１】 

 問題やレポート等の保管については，専任教員は各自研究室において，非常勤教員は

事務室において，求めに応じてすみやかに提出可能な状態での保管をしている。この点

は，教授会終了後に適宜実施される教員研修会などにおいて，繰り返し，周知徹底を図

っている。【解釈指針９－４－１－３】 

 認証評価の際に用いられた情報については，上記保管状況に準じ，運用により評価を

受けた年から，５年間保管することとする。【解釈指針９－４－１－２】≪添付資料45：

国立大学法人信州大学法人文書取扱要項≫ 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

 優れた点として，基準９－２－２，基準９－２－３に関して，自己点検・評価並びに

外部評価について，設置計画のとおり，自己点検・評価を実施し，５名から成る外部評

価委員会による外部評価を実施した。基準９－２－４に関して，外部評価で指摘された

事項を受け，改善すべき点を検証した結果，まず，学生の自主的・自発的な学習を促す

べく３学期制から２学期制へとカリキュラムを改訂し，GPA制を導入する等の改善を図っ

た。 

 改善を要する点として，以下の２点がある。 

 基準９－１－１，基準９－１－２に関して，小規模とはいえ，本法科大学院の教育活

動等に加えて，独立部局を管理運営するためには相当の管理運営業務が発生するが，各

教員は何らかの形で委員会に参加し業務を分担することで，各教員の業務負担の平準化

を図っている。他方，国立大学法人のスリム化・人件費削減の要請の中で，業務の見直

しや事務体制の強化が今後の課題である。同様に，国立大学法人を巡る財政状況が一段

とその厳しさを増す中にあって，本法科大学院の教育活動等を適切に実施するための予

算の安定的確保も今後の課題である。 
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第10章 施設，設備及び図書館等  

 

 １ 基準ごとの分析 

 

 10－１ 施設の整備 

 

基準10－１－１ 

 法科大学院には，その規模に応じ，教員による教育及び研究並びに学生の

学習その他当該法科大学院の運営に必要十分な種類，規模，質及び数の教室，

演習室，実習室，自習室，図書館，教員室，事務室その他の施設が備えられ

ていること。これらの施設は，当面の教育計画に対応するとともに，その後

の発展の可能性にも配慮されていること。 

 

 （基準10－１－１に係る状況） 

 

 ３期生の入学を機に学生の学習環境の一層の改善を図るため，２階建て・延床面積500

㎡の「法科大学院自習室棟」を新築し，それに伴い，従来の学生自習室を専用講義室や

演習室兼学生討論室に転用するなど，施設の拡充を行った。その結果，法科大学院では，

現在専用講義室３室（第１講義室41名収容・第２講義室60名収容・第３講義室61名収容）

と専用演習室（兼学生討論室）１室を有することとなり，これにより３学年の授業の適

切かつ円滑な教室配置が可能となっている。法科大学院専用の施設のみで講義等を実施

することに支障はないが、必要に応じて臨時に講義室・演習室を経済学部から借用する

こともできる。専用講義室は，授業で使用しない時間帯には討論室としても利用できる

よう，24時間開放している。模擬法廷教室は，信州大学が長野県と賃貸借契約を締結し

た「長野県衛生部松本旭町庁舎」に確保した。【解釈指針１０－１－１－１】【解釈指針

１０－１－１－６】 

 以上の施設の管理運用等については，学務委員会（図書チーム）及び総務委員会（教

育環境チーム）によって実施されている。≪添付資料25：委員会組織図，委員会担当事

項≫ 

学生自習室については，自習室棟に２室・計120席分を設置し，学生１人につき１席が

確保され，学生が24時間利用できるようにしている。さらに，学内ＬＡＮへの接続を可

能とし，「第一法規社総合法律情報データベース“D1-Law”」についても，学生自習室か

らの利用可能な体制を整えている。また，法律関連図書・雑誌の配架も充実させること

により，資料収集と学習の便宜を図っている。自習室棟には，学生が談話・討論できる

場として，ラウンジ・リフレッシュスペース・討論室も設置した。自習室棟の運用につ

いては学生の自治を尊重する一方，必要に応じて学生の要望を調整し，適切な学習環境

の提供に努めている。また，自習室には個々の学生の使用する机上に電源並びにワイヤ

レスネットワークシステム，及び共用PC端末並びにプリンタが備えられており，上述本

法科大学院が導入しているTKC社LEX/DB国内法律文献データベース及びLEXIS NEXIS社海

外文献情報データベースを通して学習に必要な文献を検索及び入手することが可能であ

る。【解釈指針１０－１－１－５】≪添付資料29：関係施設見取図及びバリアフリーマッ

プ≫ 

 

教員研究室については，専任教員13名分の個人研究室を有するほか，みなし専任を含

む実務家教員５名用の共同研究室１室，派遣裁判官・検察官用の共同研究室１室及び非



信州大学大学院法曹法務研究科法曹法務専攻 第 10 章     

 - 89 -

常勤教員用の共同研究室１室を確保し，加えて経済学部との共用で非常勤講師室を使用

している。実務家教員用の共同研究室には５名分の机を用意するなど，授業時間が重複

しても授業の準備に差し支えのないスペースを確保している。また，派遣裁判官と検察

官の授業が重なることはない。専用講義室兼演習室及び自習室棟の討論室は，教員と学

生の談話の場として利用することもできる。【解釈指針１０－１－１－２】【解釈指針１

０－１－１－３】≪添付資料29：関係施設見取図及びバリアフリーマップ≫ 

事務室については，経済学部事務室の中に，法科大学院担当の事務職員が十分な職務

を行うことができるだけのスペースを確保している。【解釈指針１０－１－１－４】≪添

付資料29：関係施設見取図及びバリアフリーマップ≫ 

図書の施設については，経済学部資料室を共用するほか，信州大学附属図書館松本合同

図書館を利用することもできる。経済学部資料室は自習室棟に隣接する建物にあり，上

記松本合同図書館も近くに位置しているため，アクセスは容易であり，自習室棟のパソ

コンから図書を検索することもできる。また，経済学部との共用によりマルチメディア

学習室を確保している。 

 

専用施設の内訳【解釈指針１０－１－１－１】 

講義室（３室） 

 ・通常の講義での利用を主たる目的とする。 

 ・第1講義室（ 68㎡・定員41名） 

 ・第2講義室（ 90㎡・定員60名） 

 ・第3講義室（105㎡・定員61名） 

演習室兼学生討論室（45㎡・定員10名） 

 ・少人数の演習での利用および学生の自主的な勉強会での利用を主たる目的とする。 

自習室棟 

 ・学生の自習・勉強会等での利用を目的とする。 

 ・第1自習室（140㎡・定員80名） 

 ・第2自習室（ 80㎡・定員40名） 

 ・ラウンジ（37㎡） 

 ・リフレッシュスペース（28㎡） 

 ・討論室（18㎡） 

模擬法廷教室（95.7㎡・定員45名） 

 ・模擬裁判での利用を目的とする。 

教員研究室（16室） 

 ・22㎡×４ 

 ・23㎡×６ 

 ・24㎡×３（派遣裁判官・派遣検察官用及び非常勤教員用の共同研究室各１室を含む） 

 ・27㎡×２ 

 ・33㎡×１（実務家教員５名用の共同研究室） 
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 10－２ 設備及び機器の整備 

 

基準10－２－１  

法科大学院の各施設には，教員による教育及び研究並びに学生の学習その

他の業務を効果的に実施するために必要で，かつ，技術の発展に対応した設

備及び機器が整備されていること。  

 

 （基準10－２－１に係る状況） 

 

 教員研究室にはパソコンを配備し，学内LANへの接続が可能となっている。 

学生自習室には，仕切りのついた机と椅子を配置し，各机には各自のパソコンを学内

LANに接続できるようになっている。学生自習室には，各科目の主要な概説書・判例集・

論文集・実務書のほか，主要な法律雑誌を配架し，学生の閲覧に供している。学生自習

室は24時間利用可能となっており，自習室棟への入棟はカードキーにより行うこととし，

セキュリティを確保している。また，各学生に専用のロッカーを提供するほか，法科大

学院の学生専用のパソコン・プリンタ・コピー機を配置している。さらに，学生から教

員へのレポートの提出や学生・教員間のコミュニケーションの便宜を図るため，教員毎

のメールボックスを配置した。 

専用講義室1室にはプロジェクターも配備されているため，パワーポイント等を活用し

た授業も可能となっている。 

情報関連設備としては，TKCによる法科大学院研究支援システムのほか，海外文献情報

データベースとしてLEXIS NEXIS 社海外文献情報データベース，国内法律文献情報デー

タベースとしてTKC社LEX/DB 国内法律文献データベースならびに第一法規社総合法律情

報データベース"D1-Law"を導入し，教員・学生が随時アクセスすることが可能となって

いる。 

そのほか，模擬裁判の模様を録画するなど，デジタルビデオカメラをFD研修等に利用し

ている。 

 

第１講義室に設置されている設備・機器 

 ・プロジェクター×１ 

 ・スクリーン×１ 

 ・ＤＶＤプレーヤー×１ 

 ・ビデオデッキ×１ 

 ・ワイヤレスマイク 

第２講義室に設置されている設備・機器 

 ・ワイヤレスマイク 

 ・コピー機×１（第２講義室前の廊下に設置） 

自習室棟に設置されている設備・機器 

 ・パソコン×12 

 ・プリンタ×６ 

 ・コピー機×１ 

 ・無線ＬＡＮ環境 
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 10－３ 図書館の整備 

 

基準10－３－１ 

 法科大学院には，その規模に応じ，教員による教育及び研究並びに学生の

学習を支援し，かつ促進するために必要な規模及び内容の図書館が整備され

ていること。 

 

 （基準10－３－１に係る状況） 

本法科大学院の教員の教育及び研究並びに学生の学習のために利用できる図書を備え

る施設として経済学部図書資料室，及び信州大学附属図書館松本合同図書館があげられ

る。また学生は，自習室に配架された図書を自習室棟内で閲覧することができる。 

 

経済学部図書資料室は，本法科大学院の母体である経済システム法学科を配する経済

学部の創設当初より設置されており，既に本法科大学院の教員の教育及び研究ならびに

学生の学習支援に資する十分な蔵書があり，また本法科大学院設置後は，本法科大学院

の学務委員会（図書チーム）が，短期及び中長期的な収書計画をたてこれを実践する体

制がとられ，整備・充実が図られている。また，図書購入に際しては，学生の要望に応

え，図書を購入する体制となっている【解釈指針10－３－１－５】≪添付資料25：委員

会等組織図，委員会担当事項，添付資料34：図書購入依頼フォーム≫ 

経済学部図書資料室には，職員２名が配置され，カウンター業務，附属図書館を通じ

ての図書の発注及び受け入れ，蔵書の管理等，図書関連の業務全般を行う。【解釈指針10

－３－１－２】 

平成20年度末の時点で，経済学部図書資料室の蔵書数は，後述自習室配架図書も含め

54,490冊であり，また同時点で外国雑誌30，和雑誌90，白書・統計等32の法律関係の継

続誌を法科大学院単独で又は経済学部と共同で購入しており，これらがすべて図書資料

室に配架されている。また本法科大学院では，LEXIS NEXIS社の海外文献情報データベ

ース及びTKC社の法科大学院研究教育支援システムの一部であるLEX/DB国内法律文献デ

ータベースならびに第一法規社総合法律情報データベース"D1-Law"を導入しており，本

法科大学院の教員及び学生は，各研究室，自習室棟及び図書資料室に設置されているパ

ソコンを通してネットワーク経由で文献を検索することができる。【解釈指針10－３－

１－７】これらを利用ないしは共用することで基本的には教員の教育及び研究に支障は

生じない。【解釈指針10－３－１－１】 【解釈指針10－３－１－４】【解釈指針10－３

－１－６】≪添付資料35：法学系蔵書数，資料室維続資料≫ 

学生は原則として職員の勤務時間中，経済学部資料室に所蔵された図書を閲覧し，貸

し出しの手続をすることができ，経済学部資料室に備えられたPC機器によりCD及びDVDデ

ータベースを閲覧し，ネットワーク上の資料を検索，ダウンロードすることができる。【解

釈指針10－３－１－４】【解釈指針10－３－１－６】≪添付資料36：資料室利用案内≫ 

経済学部資料室に設置されている設備・機器 

 ・パソコン×４ 

 ・プリンタ×１ 

 ・コピー機×１ 
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本法科大学院の教員及び学生は，信州大学附属図書館松本合同図書館の図書を利用す

ることができる。信州大学附属図書館松本合同図書館は松本キャンパスにある医学部を

除く５部局（人文学部，経済学部，理学部，全学教育機構及び本法科大学院）の図書・

収書関連業務を行う。本法科大学院の図書委員長は，研究科長の推薦により信州大学附

属図書館松本合同図書館の副館長として運営に参画しており，学生参考図書の選定，信

州大学学術情報オンラインシステム（SOAR）構築等，全学の図書関連業務に携わってい

る。本法科大学院の教員及び学生は，開館中に信州大学附属図書館松本合同図書館が提

供するサービスを受けることができるほか，Blackwell Synergyほか９種類の電子ジャー

ナル，学術データベース等の電子情報サービスを利用できる。蔵書数，サービス内容等

信州大学附属図書館及び同松本合同図書館の概要については，信州大学附属図書館HPに

掲載されている。【解釈指針10－３－１－１】【解釈指針10－３－１－２】【解釈指針10－

３－１－５】【解釈指針10－３－１－４】≪添付資料46：信州大学附属図書館規程，信州

大学附属図書館図書館長候補者及び副館長候補者選考細則≫≪資料：信州大学附属図書

館松本合同図書館蔵書数≫ 

 

資料：信州大学附属図書館松本合同図書館蔵書数 

 

館 名   資 料 区 分  平 成 20 年 度 受 入 数 (冊 ) 平 成 20 年 度 末 蔵 書 数 (冊 )

和 書   7,133 327,071

洋 書   1,101 139,326松 本 合 同 図 書 館   

合 計   8,234 466,397

（信州大学附属図書館ホームページより）

 

 

上記経済学部図書資料室及び信州大学松本合同図書館のサービスが利用できるほか，

さらに本法科大学院の学生は，自習室に配架された図書を，休日も含め24時間，自習室

棟内で閲覧することができ，棟内に備えられたコピー機で複写して利用することが可能

である。平成20年度末の時点で自習室に配架されている蔵書数は2,416冊である。【解釈

指針10－３－１－４】【解釈指針10－３－１－６】≪資料：自習室蔵書数≫ 

 

資料：自習室蔵書数 

 

自習室（専用図書）
H20 年度末蔵書数 

（法学系図書/全蔵書数） 

[和書] 2,391/2,391 

[洋書] 25/25 

[合計] 2,416/2,416 
 

 

信州大学附属図書館松本合同図書館には，司書の資格を備えた職員及び法情報調査能

力を有したた職員が常勤し，経済学部資料室と連携し，学習支援及び図書情報の提供を

行っている。【解釈指針１０－３－１－３】 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 

 

優れた点としては，基準１０－１－１に関して，本法科大学院では，学生１人当たり

の教育環境上のサービスを充実させるために，信州大学全体の合意の下に，平成19年３

月，自習室棟を新築した。 

 また，基準１０－２－１に関して，プロジェクター等が配備された専用講義室があり，

技術の発展に対応した設備及び機器が整備されている。 

 改善を要する点としては，基準１０－３－１に関して，経済学部図書資料室の開館時

間が限られており，その蔵書の活用が制約されていることがあげられる。これまでは自

習室に学生専用の図書を置きそれを充実させることで対応してきたが，物理的な制約も

あるため，中・長期的な課題として取り組む必要がある。 

 なお，法律関連図書資料専門のライブラリアンの配置についても，中・長期的な課題

として，人材確保に努めることが必要である。 

 



添付資料No 添付資料名
別紙２（ 別紙様式１） 開講授業科目一覧  
別紙２（ 別紙様式２） 学生数の状況  
別紙２（ 別紙様式３） 教員一覧  
別紙２（ 別紙様式４） 科目別専任教員一覧  
添付資料１ パンフレット
添付資料２ 学生募集案内
添付資料３ ホームページ
添付資料４ 2009年度シラバス
添付資料５ 学生便覧
添付資料６ 評価別一覧表
添付資料７ FD研修会報告書（抜粋）
添付資料８ 平成21年度入学予定者の皆様へ
添付資料９ 「法情報調査」配付資料
添付資料10 休講状況（2008，2009年度）
添付資料11 時間割（2009）
添付資料12 クラス名簿
添付資料13 講義・演習担当者研修会報告書
添付資料14 信州大学大学院学則
添付資料15 講義レジュメ
添付資料16 ロークリニックにおける協定書，ロークリニック学生受講規則，誓約書，受入弁護士事務所一覧

添付資料17 オフィスアワー実施状況
添付資料18 クラスアワー実施状況
添付資料19 学習支援システム（TKC）画面
添付資料20 講義日程予定表
添付資料21 答案用紙
添付資料22 成績評価不服申立書
添付資料23 平成20年度以降におけるファカルティ・ディベロップメントの実施状況
添付資料24 講義評価アンケート様式及び集計結果
添付資料25 委員会等組織図，委員会担当事項
添付資料26 信州大学大学院法曹法務研究科執行体制に関する内規
添付資料27 法律学入門講座のご案内
添付資料28 長野銀行，八十二銀行の教育ローンチラシ
添付資料29 関係施設見取図及びバリアフリーマップ
添付資料30 教授会報告資料
添付資料31 信州大学法科大学院自己点検・評価報告書/外部評価報告書
添付資料32 教員の身分・兼業関係
添付資料33 平成17・18・19・20年度法曹法務研究科予算・決算資料および平成21年度法曹法務研究科予算・部局配分資料

添付資料34 図書購入依頼フォーム
添付資料35 法学系蔵書数，資料室継続資料
添付資料36 資料室利用案内
添付資料37 国立大学法人信州大学サバティカル・リーブ等制度基本方針及び信州大学サバティカル・リーブ実施要項

添付資料38 学生の経済的支援の状況
添付資料39 教員選考関係規則等

　　信州大学大学院法曹法務研究科教員採用及び昇進基準
　　信州大学大学院法曹法務研究科非常勤講師選考内規
　　信州大学教員選考基準
　　信州大学大学院法曹法務研究科教員人事内規
　　信州大学教員選考手続/同申合せ

添付資料40 信州大学大学院法曹法務研究科「紀要」・「スタッフペーパー」投稿内規
添付資料41 信州大学大学院法曹法務研究科教授会規程
添付資料42 信州大学大学院法曹法務研究科規程
添付資料43 学長ヒアリング説明要領
添付資料44 信州大学大学院法曹法務研究科外部評価委員会内規
添付資料45 国立大学法人信州大学法人文書取扱要項
添付資料46 信州大学附属図書館規程，

信州大学附属図書館図書館長候補者及び副館長候補者選考細則

法科大学院認証評価　自己評価書
添付資料一覧


	合体前【信州大学】.pdf
	信州大学.pdf


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


